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第１節 

１ 事業の体系 
    高齢者施策の実施 

       
東京都高齢者保健福祉
計画の策定 

東京都高齢者保健福祉計画・ 
東京都介護保険事業支援計画 

（企画課） 

介護保険制度の運営 介護サービス情報の公表 （介護保険課） 

介護給付費都負担金 （介護保険課） 

財政安定化基金の運営 （介護保険課） 

地域支援事業交付金 （在宅支援課） 

第１号保険料の低所得者軽減強化 （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（国の特別対策） （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（都独自の支援策） （介護保険課） 

離島等における介護保険支援事業 （介護保険課） 

認定調査員等研修事業 （介護保険課） 

介護認定審査会運営適正化研修事業 （介護保険課） 

介護情報基盤活用促進事業 （介護保険課） 

事業者指定・事業者情報提供事業 （介護保険課） 

ケアマネジメントの充実 （介護保険課） 

介護保険審査会の運営 （介護保険課） 

国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備 （介護保険課） 

高齢者保健福祉施策推進委員会の運営 （企画課） 

介護人材確保対策の推進 かいごチャレンジ職場体験事業 （介護保険課） 

初任者研修等資格取得支援事業 （介護保険課） 

介護職員就業促進事業 （介護保険課） 

地域を支える「訪問介護」応援事業 （介護保険課） 

介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業 （介護保険課） 

介護職員奨学金返済・育成支援事業 （介護保険課） 

東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 （介護保険課） 

介護職員の宿舎施設整備支援事業 （介護保険課） 

介護現場のイメージアップ戦略事業～介護ＷＩＴＨプロジェクト～ （介護保険課） 

人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業 （介護保険課） 

介護現場改革促進事業 （介護保険課） 

介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業 （介護保険課） 

介護ＤＸ推進人材育成支援事業 （介護保険課） 

代替職員の確保による現任介護職
員等の研修支援事業 

（介護保険課） 

現任介護職員資格取得支援事業 （介護保険課） 

介護職員スキルアップ研修事業 （介護保険課） 

介護職員等によるたんの吸引等の
ための研修事業 

（介護保険課） 

東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金 （介護保険課） 

経済連携協定等に基づく外国人介
護士受入れ支援事業 

（介護保険課） 
 

外国人技能実習制度に基づく外国
人介護実習生の受入れ支援事業 

（介護保険課）  
介護施設等による留学生受入れ支援事業 （介護保険課） 

特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業  （介護保険課） 

外国人介護従事者受入れ環境整備事業 （介護保険課） 
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東京都高齢者保健福祉計画・ 
東京都介護保険事業支援計画 
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介護保険制度の運営 介護サービス情報の公表 （介護保険課） 

介護給付費都負担金 （介護保険課） 

財政安定化基金の運営 （介護保険課） 

地域支援事業交付金 （在宅支援課） 

第１号保険料の低所得者軽減強化 （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（国の特別対策） （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（都独自の支援策） （介護保険課） 

離島等における介護保険支援事業 （介護保険課） 

認定調査員等研修事業 （介護保険課） 

介護認定審査会運営適正化研修事業 （介護保険課） 

介護情報基盤活用促進事業 （介護保険課） 

事業者指定・事業者情報提供事業 （介護保険課） 

ケアマネジメントの充実 （介護保険課） 

介護保険審査会の運営 （介護保険課） 

国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備 （介護保険課） 

高齢者保健福祉施策推進委員会の運営 （企画課） 

介護人材確保対策の推進 かいごチャレンジ職場体験事業 （介護保険課） 

初任者研修等資格取得支援事業 （介護保険課） 

介護職員就業促進事業 （介護保険課） 

地域を支える「訪問介護」応援事業 （介護保険課） 

介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業 （介護保険課） 

介護職員奨学金返済・育成支援事業 （介護保険課） 

東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 （介護保険課） 

介護職員の宿舎施設整備支援事業 （介護保険課） 

介護現場のイメージアップ戦略事業～介護ＷＩＴＨプロジェクト～ （介護保険課） 

人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業 （介護保険課） 

介護現場改革促進事業 （介護保険課） 

介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業 （介護保険課） 

介護ＤＸ推進人材育成支援事業 （介護保険課） 

代替職員の確保による現任介護職
員等の研修支援事業 

（介護保険課） 

現任介護職員資格取得支援事業 （介護保険課） 

介護職員スキルアップ研修事業 （介護保険課） 

介護職員等によるたんの吸引等の
ための研修事業 

（介護保険課） 

東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金 （介護保険課） 

経済連携協定等に基づく外国人介
護士受入れ支援事業 

（介護保険課） 
 

外国人技能実習制度に基づく外国
人介護実習生の受入れ支援事業 

（介護保険課）  
介護施設等による留学生受入れ支援事業 （介護保険課） 

特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業  （介護保険課） 

外国人介護従事者受入れ環境整備事業 （介護保険課） 
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外国人介護従事者活躍支援事業 （介護保険課） 

ユニットケア研修等事業 （施設支援課） 

感染症対策指導者養成研修事業 （施設支援課） 

高齢者施設における感染症対策研修・訓練支援事業 （施設支援課） 

介護施設内保育施設運営支援事業 （施設支援課） 

     介護現場におけるカスタマーハラ
スメント対策強化事業 

（介護保険課） 
     

介護現場のＤＸ・タスクシェア促進事業 （施設支援課） 

介護分野の職員の賃上げ・職場環境
改善支援事業 

（介護保険課） 

介護サービス事業所物価高騰緊急対策事業 （介護保険課） 

介護保険制度における介護職員等
の昇給の在り方検討調査事業 

（介護保険課）      

地域におけるケアプランデータ連
携システム活用促進事業 

（介護保険課）      
訪問介護事業所におけるＥＶ車・
ＥＶバイク導入支援事業 

（介護保険課）      
介護事業者経営力強化等サポート事業
（ＴＯＫＹＯ介護Ｂｉｚサポート事業） 

（介護保険課） 

介護事業所等に対するサービス継続支援事業 （介護保険課） 

介護・障害福祉サービス等事業所にお
ける育業・介護休業等両立支援事業 

（企画部企画政策課） 

介護予防・フレイル予防
の推進 

自立支援・介護予防に向けた地域
ケア会議推進事業 

（在宅支援課） 

介護予防推進会議 （在宅支援課） 

介護予防・フレイル予防支援強化事業 （在宅支援課） 

オンライン介護予防サポート事業 （在宅支援課） 

高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業 （在宅支援課） 

介護予防・フレイル予防普及啓発強化事業 （在宅支援課） 

フレイルサポート医地域連携支援事業 （在宅支援課） 

アプリを活用した高齢者の健康づくり
推進事業 

（施設支援課） 

在 宅 療 養 の 推 進 訪問看護人材確保育成事業 （在宅支援課） 

訪問看護ステーション代替職員確
保支援事業 

（在宅支援課） 

新任訪問看護師育成支援事業 （在宅支援課） 

訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業 （在宅支援課） 

訪問看護ステーション協働育成支援事業（在宅支援課） 

暮らしの場における看取り支援事業 （施設支援課） 

認知症のある人の支援等 認知症高齢者グループホーム整備促進事業 （施設支援課） 

認知症施策推進事業 （在宅支援課） 

認知症疾患医療センター運営事業 （在宅支援課） 

認知症介護研修事業 （在宅支援課） 

若年性認知症総合支援センター運営事業 （在宅支援課） 

若年性認知症支援事業 （在宅支援課） 

高齢者権利擁護推進事業 （在宅支援課） 

認知症支援コーディネーター事業 （在宅支援課） 

認知症支援推進センター運営事業 （在宅支援課） 

歯科医師・薬剤師・看護職員認知
症対応力向上研修事業 

（在宅支援課） 
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認知症初期集中支援チーム員等研修事業 （在宅支援課） 

認知症サポート医地域連携促進事業 （在宅支援課） 

認知症とともに暮らす地域あんしん事業 （在宅支援課） 

認知症抗体医薬対応支援事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の社会参加推進事業 （在宅支援課） 

認知症サポーター活動促進事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の早期発見等支援ネットワーク事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の行方不明対策に
係る普及啓発事業 

（在宅支援課） 

共生社会の実現を支える認知症 
研究事業 

（施設支援課） 

民間団体と連携した認知症家族介
護者へのピア相談事業 

（在宅支援課） 
     

認知症のある人への医療提供体制の強化 （在宅支援課） 

地域における日常生活
の支援等 

地域包括支援センター職員研修等事業 （在宅支援課） 

高齢者向け住宅の生活支援サービ
ス公表事業 

（在宅支援課） 

生活支援体制整備強化事業 （在宅支援課） 

高齢者施策推進区市町村包括補助事業 （在宅支援課） 

高齢者の熱中症予防支援事業 （在宅支援課） 

避難者の孤立化防止事業 （在宅支援課） 

ＴＯＫＹＯ長寿ふれあい食堂推進事業 （在宅支援課） 

高齢者の地域見守り拠点等整備促進事業 （在宅支援課） 

ミドル層の負担軽減のための介護
情報ポータル構築事業 

（介護保険課） 

高齢者の生きがいと 
社会参加の促進 

老人クラブの育成 （在宅支援課） 

シルバーパスの交付 （在宅支援課） 

シルバーパスのＩＣカード化 （在宅支援課） 

多摩都市モノレールへのシルバーパ 
ス対象拡大に向けたシステム改修 

（在宅支援課） 

百歳訪問事業 （在宅支援課） 

人生100年時代セカンドライフ応援事業 （在宅支援課） 

人生100年時代社会参加マッチング事業 （在宅支援課） 

老人クラブ活動継続支援事業 （在宅支援課） 

区市町村老人クラブ連合会等活動
サポート事業 

（在宅支援課） 

要介護等の維持改善に向けた介護
事業者の取組促進 

（介護保険課） 

老人福祉施設の運営指導等 特別養護老人ホーム経営支援事業 （施設支援課） 

軽費老人ホーム（ケアハウス）運営費補助 （施設支援課） 

特別養護老人ホームにおける医療
的ケア対応促進事業 

（施設支援課） 

老人福祉施設等の整備 特別養護老人ホーム等整備費補助 （施設支援課） 

介護保険施設等の整備に係る土
地・建物確保支援事業 

（施設支援課） 

地域密着型サービス等整備推進事業 （施設支援課） 

介護老人保健施設の整備 （施設支援課） 

介護医療院整備費補助 （施設支援課） 

ケアハウスの整備 （施設支援課） 

介護専用型有料老人ホーム設置促進 （施設支援課） 
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認知症初期集中支援チーム員等研修事業 （在宅支援課） 

認知症サポート医地域連携促進事業 （在宅支援課） 

認知症とともに暮らす地域あんしん事業 （在宅支援課） 

認知症抗体医薬対応支援事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の社会参加推進事業 （在宅支援課） 

認知症サポーター活動促進事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の早期発見等支援ネットワーク事業 （在宅支援課） 

認知症のある人の行方不明対策に
係る普及啓発事業 

（在宅支援課） 

共生社会の実現を支える認知症 
研究事業 

（施設支援課） 

民間団体と連携した認知症家族介
護者へのピア相談事業 

（在宅支援課） 
     

認知症のある人への医療提供体制の強化 （在宅支援課） 

地域における日常生活
の支援等 

地域包括支援センター職員研修等事業 （在宅支援課） 

高齢者向け住宅の生活支援サービ
ス公表事業 

（在宅支援課） 

生活支援体制整備強化事業 （在宅支援課） 

高齢者施策推進区市町村包括補助事業 （在宅支援課） 

高齢者の熱中症予防支援事業 （在宅支援課） 

避難者の孤立化防止事業 （在宅支援課） 

ＴＯＫＹＯ長寿ふれあい食堂推進事業 （在宅支援課） 

高齢者の地域見守り拠点等整備促進事業 （在宅支援課） 

ミドル層の負担軽減のための介護
情報ポータル構築事業 

（介護保険課） 

高齢者の生きがいと 
社会参加の促進 

老人クラブの育成 （在宅支援課） 

シルバーパスの交付 （在宅支援課） 

シルバーパスのＩＣカード化 （在宅支援課） 

多摩都市モノレールへのシルバーパ 
ス対象拡大に向けたシステム改修 

（在宅支援課） 

百歳訪問事業 （在宅支援課） 

人生100年時代セカンドライフ応援事業 （在宅支援課） 

人生100年時代社会参加マッチング事業 （在宅支援課） 

老人クラブ活動継続支援事業 （在宅支援課） 

区市町村老人クラブ連合会等活動
サポート事業 

（在宅支援課） 

要介護等の維持改善に向けた介護
事業者の取組促進 

（介護保険課） 

老人福祉施設の運営指導等 特別養護老人ホーム経営支援事業 （施設支援課） 

軽費老人ホーム（ケアハウス）運営費補助 （施設支援課） 

特別養護老人ホームにおける医療
的ケア対応促進事業 

（施設支援課） 

老人福祉施設等の整備 特別養護老人ホーム等整備費補助 （施設支援課） 
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地・建物確保支援事業 

（施設支援課） 

地域密着型サービス等整備推進事業 （施設支援課） 

介護老人保健施設の整備 （施設支援課） 

介護医療院整備費補助 （施設支援課） 

ケアハウスの整備 （施設支援課） 

介護専用型有料老人ホーム設置促進 （施設支援課） 
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区市町村所有地の活用による介護
基盤の整備促進事業 

（施設支援課） 

施設開設準備経費等支援事業 （施設支援課） 
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高齢者施設等の防災・減災対策推進事業 （施設支援課） 

定期借地権の一時金に対する補助 （施設支援課） 

借地を活用した特別養護老人ホー
ム等設置支援事業 

（施設支援課） 

     特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業 （施設支援課） 

改修支援施設整備費補助 （施設支援課） 

介護施設等に対するサービス継続
支援事業 

（施設支援課） 

板橋キャンパス及び東村山 
キャンパスの再編整備・ 
管理等 

板橋キャンパス及び東村山キャン
パスの再編整備・管理 

（施設支援課） 

地方独立行政法人東京都健康長寿
医療センターへの支援 

（施設支援課） 

江東高齢者医療センターの大規模
修繕 

（施設支援課） 
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２ 高齢者施策推進部事業関連計画 

(1) 東京都高齢者保健福祉計画（第９期） 

 

ア 計画策定の趣旨 

東京都高齢者保健福祉計画は、大都市東京の特性を生かし、地域で支え合いながら、高齢者が

いきいきと心豊かに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、都が目指す基

本的な政策目標を定め、その実現に向けて取り組む施策を明らかにすることを目的とし、策定し

ている。 

イ 計画の位置付け 

老人福祉法第20条の９に基づく都道府県老人福祉計画及び介護保険法第118条に基づく都道府

県介護保険事業支援計画を合わせた、都における高齢者の総合的・基本的計画として一体的に策

定している。 

また、福祉保健施策の一体的・総合的な推進が必要であることから、保健事業を含んだ計画と

なっている。 

さらに、本計画は、東京都保健医療計画（令和６年３月改定）、東京都障害者・障害児施策推

進計画（令和６年３月策定）、東京都地域福祉支援計画（令和３年12月策定、令和６年３月中間

見直し）、高齢者の居住安定確保プラン（令和６年３月一部改定）など、都の高齢者施策の推進

に関連する他の計画並びに区市町村の老人福祉計画及び介護保険事業計画とも整合性等を図りつ

つ策定している。 

ウ 計画期間 

平成12年度から実施された介護保険制度では、３年間を１期とする事業運営期間を設定してお

り、令和６年度から令和８年度までを計画期間とする本計画期間は、その第９期目に該当する。 

また、長期的には、「団塊ジュニア世代」が高齢者となる令和22年を見据えた計画としてい

る。 

 

(2)東京都認知症施策推進計画（第１期） 

ア 計画策定の趣旨等 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法第12条に基づき、認知症施策に関する基本的・

総合的な方向性を示すものとして、国の認知症施策推進基本計画を基本としつつ、東京都の実情

に即した計画として策定した。計画期間は令和７年度から令和11年度までの５年間で、第10期東

京都高齢者保健福祉計画の検討時期と合わせ、令和８年度を目途に見直しを行う。 

イ 基本理念 

認知症があってもなくても都民一人ひとりが相互に尊重し、支え合いながら共生し、認知症に

なってからも尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができる東京の実現 

ウ 重点目標 
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また、長期的には、「団塊ジュニア世代」が高齢者となる令和22年を見据えた計画としてい

る。 

 

(2)東京都認知症施策推進計画（第１期） 

ア 計画策定の趣旨等 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法第12条に基づき、認知症施策に関する基本的・

総合的な方向性を示すものとして、国の認知症施策推進基本計画を基本としつつ、東京都の実情

に即した計画として策定した。計画期間は令和７年度から令和11年度までの５年間で、第10期東

京都高齢者保健福祉計画の検討時期と合わせ、令和８年度を目途に見直しを行う。 

イ 基本理念 

認知症があってもなくても都民一人ひとりが相互に尊重し、支え合いながら共生し、認知症に

なってからも尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができる東京の実現 

ウ 重点目標 
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(ｱ) 認知症のある人･家族等の参画と社会参加の推進 

(ｲ) 認知症のある人も含めた都民一人ひとりが安心安全に、希望を持って暮らすことのできる地

域づくり 

      (ｳ) 認知症のある人・家族等に対する適切な支援 

(ｴ) 認知症の早期診断・早期支援 、治療・ケア(介護) の充実 

(ｵ) 認知症の発症メカニズムの解明、診断･治療、共生社会の推進等のための研究 

エ 基本的施策 

(ｱ) 認知症のある人に関する都民の理解の増進等 

(ｲ) 認知症のある人の生活におけるバリアフリー化の推進 

(ｳ) 認知症のある人の社会参加の機会の確保等 

(ｴ) 認知症のある人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

(ｵ) 相談体制の整備等 

(ｶ) 認知症の早期の気づき、早期診断・早期支援 

(ｷ) 保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 

(ｸ) 研究等の推進等 
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３ 高齢者施策推進部事業関連統計 

 

(1）年齢別人口の推移（東京都） （単位：万人） 

区分 
平成 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

令和 

２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

 

 32年 

０～14歳 142 142 148 152 157 150 145 142 142 139 134 

15～64歳 869 870 885 893 928 946 945 921 875 843 820 

65歳以上 191 230 265 307 319 322 334 354 381 397 398 

 

(2）高齢者人口の内訳（東京都） （単位：万人）  

区分 
平成 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

令和 

２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

 

32年 

65～74歳 

計 
116 132 143 160 150 131 143 170 192 190 170 

75歳以上 

計 
75 98 122 147 169 191 191 184 189 207 228 

※平成12年～平成22年の総数は年齢不詳を含まない。 

資料：平成12年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」  

令和７年～ 東京都政策企画局による推計 

 

(3）要介護認定者数の推移（東京都） （単位：万人、％） 
 

区分 
平成
12年 
４月 

 

14年度 

 

17年度 

 

20年度 

 

23年度

 

26年度 

 

29年度

 

30年度

令和 

元年度 

 

2年度 

 

3年度 

 

4年度 

 

5年度 

 

6年度 

 

７年度 

要介護 

認定者数 18 29 37 41 46 54 59 60 62 63 64 65 66 68 6９ 

高齢者

人口比 9.7 13.9 16.6 16.3 17.6 19 19.2 19.5 19.8 20.1 20.5 20.7 21.2 21.5 22.0 

※ 要介護認定者数は、要介護・要支援認定者で第２号被保険者を含む人数 

※ 高齢者人口は、各年度１月１日現在の数字 

※ 平成12年４月の高齢者人口比は、平成12年４月の要介護認定者と平成12年１月の高齢者人口との比 

※ 平成14年度以降の要介護認定者数は、各年度１月末の数字 

資料：平成12年４月～平成16年５月 福祉局「業務統計月報」 

平成16年６月～令和８年１月 福祉局｢月報福祉行政統計｣ 

平成12年１月～令和８年１月 総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」 

 

(4）高齢化率と高齢者１人当たりの生産年齢人口の推移（東京都） （単位：％、人） 

区分 
平成 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

令和 

２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

 

32年 

高齢化率 15.9 18.5 20.4 22.7 22.７ 22.7 23.4 25.0 27.3 28.8 29.4 

高齢者1人当たり 

生産年齢人口 4.5 3.8 3.3 2.9 2.9 2.9 2.8 2.6 2.3 2.1 2.1 

※ 高齢化率は、総人口に占める高齢者の割合 

資料：総務省統計局「国勢調査」（平成12～令和２年）  

令和７年～ 東京都政策企画局による推計 
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３ 高齢者施策推進部事業関連統計 

 

(1）年齢別人口の推移（東京都） （単位：万人） 

区分 
平成 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

令和 

２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

 

 32年 

０～14歳 142 142 148 152 157 150 145 142 142 139 134 

15～64歳 869 870 885 893 928 946 945 921 875 843 820 

65歳以上 191 230 265 307 319 322 334 354 381 397 398 

 

(2）高齢者人口の内訳（東京都） （単位：万人）  

区分 
平成 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

令和 

２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 

 

32年 

65～74歳 

計 
116 132 143 160 150 131 143 170 192 190 170 

75歳以上 

計 
75 98 122 147 169 191 191 184 189 207 228 

※平成12年～平成22年の総数は年齢不詳を含まない。 

資料：平成12年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」  

令和７年～ 東京都政策企画局による推計 

 

(3）要介護認定者数の推移（東京都） （単位：万人、％） 
 

区分 
平成
12年 
４月 

 

14年度 

 

17年度 

 

20年度 

 

23年度

 

26年度 

 

29年度

 

30年度

令和 

元年度 

 

2年度 

 

3年度 

 

4年度 

 

5年度 

 

6年度 

 

７年度 

要介護 

認定者数 18 29 37 41 46 54 59 60 62 63 64 65 66 68 6９ 

高齢者

人口比 9.7 13.9 16.6 16.3 17.6 19 19.2 19.5 19.8 20.1 20.5 20.7 21.2 21.5 22.0 
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(5）介護サービス量の見込み 

ア 居宅サービス（居住系サービスを除く。）量の見込み 
  

令和４年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 
令和８年度 令和１２年度 

 令和４年度比  令和４年度比 

居宅介護支援 （人/年） 3,188,938 3,376,080 3,460,680 3,547,056 111.2% 3,792,180 118.9% 

介護予防支援 （人/年） 686,460 737,028 757,272 777,552 113.3% 826,020 120.3% 

訪問介護 （回/年） 31,489,321 34,216,963 35,126,428 35,899,536 114.0% 38,512,199 122.3% 

訪問入浴介護 （回/年） 561,363 594,460 609,400 624,403 111.2% 652,126 116.2% 

介護予防訪問入浴介護（回/年） 1,003 1,619 1,624 1,710 170.5% 1,795 179.0% 

訪問看護 （回/年） 10,784,435 12,312,545 12,751,228 13,159,234 122.0% 14,059,079 130.4% 

介護予防訪問看護 （回/年） 957,481 1,042,892 1,072,904 1,101,553 115.0% 1,173,719 122.6% 

訪問リハビリテーション （回/年） 1,389,821 1,569,186 1,622,912 1,662,928 119.7% 1,780,037 128.1% 

介護予防訪問リハビリテーション（回/年） 192,662 218,898 224,650 232,448 120.7% 246,390 127.9% 

通所介護 （回/年） 11,354,631 12,187,171 12,469,897 12,759,238 112.4% 13,714,816 120.8% 

通所リハビリテーション（回/年） 1,996,317 2,146,284 2,203,782 2,260,157 113.2% 2,431,136 121.8% 

介護予防通所リハビリテーション（人/年） 79,990 86,364 88,692 90,864 113.6% 97,680 122.1% 

居宅療養管理指導 （人/年） 1,742,064 1,963,332 2,027,772 2,082,960 119.6% 2,223,408 127.6% 

介護予防居宅療養管理指導（人/年） 141,163 157,344 161,316 165,168 117.0% 175,992 124.7% 

短期入所サービス計 （日/年） 2,276,184 2,559,745 2,646,791 2,736,767 120.2% 2,941,213 129.2% 

 短期入所生活介護（日/年） 2,087,988 2,322,308 2,402,087 2,483,999 119.0% 2,674,457 128.1% 

短期入所療養介護（日/年） 188,196 237,437 244,704 252,768 134.3% 266,756 141.7% 

介護予防短期入所サービス計（日/年） 23,381 28,589 28,915 29,806 127.5% 31,000 132.6% 

 介護予防短期入所生活介護（日/年） 19,885 24,792 25,116 25,598 128.7% 27,455 138.1% 

介護予防短期入所療養介護（日/年） 1,748 1,898 1,900 2,104 120.3% 1,772 101.4% 

福祉用具貸与 （千円/年） 33,884,749 36,443,648 37,374,870 38,334,755 113.1% 40,845,669 120.5% 

介護予防福祉用具貸与 （千円/年） 3,242,625 3,503,953 3,602,153 3,690,502 113.8% 3,928,818 121.2% 

特定福祉用具販売 （千円/年） 1,178,036 1,369,459 1,411,701 1,449,490 123.0% 1,553,592 131.9% 

特定介護予防福祉用具販売 （千円/年） 275,668 340,720 347,136 355,596 129.0% 377,167 136.8% 

住宅改修 （千円/年） 1,708,167 1,989,204 2,049,468 2,110,126 123.5% 2,238,795 131.1% 

住宅改修（介護予防） （千円/年） 1,046,610 1,207,880 1,230,018 1,255,655 120.0% 1,328,613 126.9% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和６年度～令和８年度 

 

イ 地域密着型サービス（施設・居住系サービスを除く。）量の見込み 
  

令和４年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 
令和８年度 令和１２年度 

 令和４年度比  令和４年度比 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（人/年） 24,018 29,172 31,404 33,396 139.0% 35,712 148.7% 

夜間対応型訪問介護 （人/年） 21,579 24,420 25,668 27,060 125.4% 28,044 130.0% 

地域密着型通所介護（回/年） 4,629,675 4,980,098 5,113,027 5,246,332 113.3% 5,604,029 121.0% 

認知症対応型通所介護 （回/年） 803,150 851,063 873,709 899,972 112.1% 972,970 121.1% 

介護予防認知症対応型通所介護 （回/年） 2,235 2,550 2,646 2,658 118.9% 2,822 126.3% 

小規模多機能型居宅介護 （人/年） 51,722 58,464 63,012 67,284 130.1% 72,840 140.8% 

介護予防小規模多機能型居宅介護（人/年） 3,475 4,404 4,836 5,184 149.2% 5,532 159.2% 

看護小規模多機能型居宅介護（人/年） 13,452 17,988 22,092 24,432 181.6% 25,812 191.9% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和６年度～令和８年度 
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ウ 施設・居住系サービス利用者数の見込み （単位：人） 
  

令和４年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 
令和８年度 令和１２年度 

 令和４年度比  令和４年度比 

施設サービス利用者数 77,004 80,041 81,771 83,431 108.3% 92,849 120.6% 

 介護老人福祉施設 

（うち地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

52,835 55,330 56,740 58,104 110.0% 64,642 122.3% 

(902 ) (949 ) (989 ) (1,029 ) (114.1%) (1,155 ) (128.1%) 

介護老人保健施設 21,224 21,759 21,986 22,208 104.6% 24,729 116.5% 

介護医療院 2,122 2,952 3,045 3,119 147.0% 3,478 163.9% 

介護療養型医療施設 823 - - - - - - 

居住系サービス利用者数 62,841 67,757 69,894 72,108 114.7% 78,046 124.2% 

 認知症対応型共同生活介護 

（うち介護予防認知症対応型共同生活介護） 

11,399 12,449 13,046 13,713 120.3% 15,031 131.9% 

(16 ) (37 ) (40 ) (43 ) (275.9%) (48 ) (308.0%) 

特定施設入居者生活介護 

 

（うち地域密着型特定施設入居者生活介護） 

 

（うち介護予防特定施設入居者生活介護） 

51,442 55,308 56,848 58,395 113.5% 63,015 122.5% 

(128 ) (121 ) (121 ) (123 ) (96.5%) (131 ) (102.7%) 

(5,420 ) (5,748 ) (5,923 ) (6,058 ) (111.8%) (6,465 ) (119.3%) 

合   計 139,845 147,798 151,665 155,539 111.2% 170,895 122.2% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和６年度～令和８年度 

 

(6）老人福祉施設等の開設状況 （令和８年４月１日現在）（単位：か所、人） 

施設種別 概 要 設 置 区 分  施設数 定員等 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホー

ム） 

身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護

を必要とし、かつ居宅においてこれを受けることが困難

な者を養護する。 

公  立 40 3,508 

法 人 立 549 51,087 

計 589 54,595 

介護老人保健施設 

寝たきり要介護高齢者等に対し、リハビリテーション、

看護・介護等の医療ケアと日常生活上のサービスを併せ

て提供することにより、高齢者の自立を支援し、在宅生活

への復帰を目指す。 

公  立 3 300 

法 人 立 192 21,128 

計 195 21,428 

介護医療院 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の機

能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設 

公  立 0 0 

法 人 立 36 2,914 

 計  36 2,914 

老人デイサービスセン

ター※ 

居宅要介護者等に入浴、食事の提供、機能訓練等を行

い、利用者の心身機能の維持や家族の身体的・精神的負

担の軽減を図る。 

3,582 - 

老人短期入所施設 
居宅要介護者等を介護者に代わって養護する必要があ

る場合に、一時的に入所サービスを提供する。 630 - 

訪問看護ステーション 

通院が困難な寝たきり高齢者などに対して主治医の指示

の下に看護師等が訪問看護を行い、在宅生活を支援す

る。 
1,849 - 

認知症高齢者グルー

プホーム 

認知症高齢者が、５～９名の小規模で家庭的な雰囲気の

中で、専門的なスタッフによる援助体制の下に共同生活

を行う。 

 

735 

 

13,147 

シルバーピア 

一人暮らし又は高齢者のみの世帯の高齢者が地域の中

で生活を続けられるよう、生活援助員（LSA）又はワーデ

ンを配置するなど、高齢者向けに配慮した集合住宅 

区市町村立・営 282 5,427 

都 営 住 宅  183 4,313 

都市再生機構 13 235 

計 478 9,975 

軽費老人ホーム 

（Ａ型） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、又は

高齢等のため独立して生活するには不安があり、かつ

家族による援助を受けることが困難な高齢者に、日常

生活上必要な便宜を供与する。 

平成20年以降、新規はなく既存施設のみ。 

公  立 0 0 

法 人 立 8 600 

 

計 

 

8 

 

600 
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ウ 施設・居住系サービス利用者数の見込み （単位：人） 
  

令和４年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 
令和８年度 令和１２年度 

 令和４年度比  令和４年度比 

施設サービス利用者数 77,004 80,041 81,771 83,431 108.3% 92,849 120.6% 

 介護老人福祉施設 

（うち地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

52,835 55,330 56,740 58,104 110.0% 64,642 122.3% 

(902 ) (949 ) (989 ) (1,029 ) (114.1%) (1,155 ) (128.1%) 

介護老人保健施設 21,224 21,759 21,986 22,208 104.6% 24,729 116.5% 

介護医療院 2,122 2,952 3,045 3,119 147.0% 3,478 163.9% 

介護療養型医療施設 823 - - - - - - 

居住系サービス利用者数 62,841 67,757 69,894 72,108 114.7% 78,046 124.2% 

 認知症対応型共同生活介護 

（うち介護予防認知症対応型共同生活介護） 

11,399 12,449 13,046 13,713 120.3% 15,031 131.9% 

(16 ) (37 ) (40 ) (43 ) (275.9%) (48 ) (308.0%) 

特定施設入居者生活介護 

 

（うち地域密着型特定施設入居者生活介護） 

 

（うち介護予防特定施設入居者生活介護） 

51,442 55,308 56,848 58,395 113.5% 63,015 122.5% 

(128 ) (121 ) (121 ) (123 ) (96.5%) (131 ) (102.7%) 

(5,420 ) (5,748 ) (5,923 ) (6,058 ) (111.8%) (6,465 ) (119.3%) 

合   計 139,845 147,798 151,665 155,539 111.2% 170,895 122.2% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和６年度～令和８年度 

 

(6）老人福祉施設等の開設状況 （令和８年４月１日現在）（単位：か所、人） 

施設種別 概 要 設 置 区 分  施設数 定員等 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホー

ム） 

身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護

を必要とし、かつ居宅においてこれを受けることが困難

な者を養護する。 

公  立 40 3,508 

法 人 立 549 51,087 

計 589 54,595 

介護老人保健施設 

寝たきり要介護高齢者等に対し、リハビリテーション、

看護・介護等の医療ケアと日常生活上のサービスを併せ

て提供することにより、高齢者の自立を支援し、在宅生活

への復帰を目指す。 

公  立 3 300 

法 人 立 192 21,128 

計 195 21,428 

介護医療院 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の機

能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設 

公  立 0 0 

法 人 立 36 2,914 

 計  36 2,914 

老人デイサービスセン

ター※ 

居宅要介護者等に入浴、食事の提供、機能訓練等を行

い、利用者の心身機能の維持や家族の身体的・精神的負

担の軽減を図る。 

3,582 - 

老人短期入所施設 
居宅要介護者等を介護者に代わって養護する必要があ

る場合に、一時的に入所サービスを提供する。 630 - 

訪問看護ステーション 

通院が困難な寝たきり高齢者などに対して主治医の指示

の下に看護師等が訪問看護を行い、在宅生活を支援す

る。 
1,849 - 

認知症高齢者グルー

プホーム 

認知症高齢者が、５～９名の小規模で家庭的な雰囲気の

中で、専門的なスタッフによる援助体制の下に共同生活

を行う。 

 

735 

 

13,147 

シルバーピア 

一人暮らし又は高齢者のみの世帯の高齢者が地域の中

で生活を続けられるよう、生活援助員（LSA）又はワーデ

ンを配置するなど、高齢者向けに配慮した集合住宅 

区市町村立・営 282 5,427 

都 営 住 宅  183 4,313 

都市再生機構 13 235 

計 478 9,975 

軽費老人ホーム 

（Ａ型） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、又は

高齢等のため独立して生活するには不安があり、かつ

家族による援助を受けることが困難な高齢者に、日常

生活上必要な便宜を供与する。 

平成20年以降、新規はなく既存施設のみ。 

公  立 0 0 

法 人 立 8 600 

 

計 

 

8 

 

600 
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軽費老人ホーム 

（Ｂ型） 

自炊ができる程度の健康状態にあり居宅において生活す
ることが困難な高齢者に、日常生活上必要な便宜を低額
な料金で提供する。 
平成20年以降、新規はなく既存施設のみ。 

公  立 1 50 

法 人 立 0 0 

計 1 50 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、 又は

高齢等のため独立して生活するには不安があ り、かつ

家族による援助を受けることが困難な高齢者に、日常生

活上必要な便宜を供与する。 

公  立 7 324 

法 人 立 36 1,738 

計 43 2,062 

軽費老人ホーム 

（都市型） 

身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことに

ついて不安があると認められ、かつ家族による援 助を

受けることが困難な高齢者に、日常生活上必要な便宜を

供与する。 

97 1,674 

養護老人ホーム 
環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護

を受けることが困難な者を養護する。 

公  立 0 0 

法 人 立 31 3,141 

計 31 3,141 

生活支援ハウス 

(高齢者生活福祉センタ

ー) 

老人デイサービスセンター等に併設又は隣接し、高齢

等のため居宅において不安のある者に対し、必要に応

じ住居の提供、各種の相談・助言等を行う。 

2 24 

有料老人ホーム 
高齢者を入居させ､入浴､排泄若しくは食事の介護､食事

の提供又はその他日常生活上必要な便宜を供与する｡ 
1,181 73,212 

地 域 包 括 支 援 セ ン タ

ー 

高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある暮らしを継続 で

きるよう、介護予防のケアマネジメント、総合的な相談・支

援、虐待の防止、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメ

ントの支援等を行う。 

460 - 

※老人デイサービスセンターは、通所介護、地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護の合計 

 

 

第２節 

１ 東京都高齢者保健福祉計画の策定 

老人福祉法に基づく「老人福祉計画」と介護保険法に基づく「介護保険事業支援計画」を、３年

間を１期とする高齢者施策の総合的・基本的計画として一体的に策定するものであり、令和６年度

から令和８年度までの３年間の目指すべき基本的な政策目標を定め、その実現に向けた取組を明ら

かにしている。 

 

２ 介護保険制度の運営 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会保険の仕組みにより社会全体で支え合うため、平成12年４

月に創設されたものである。 

都は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、保険者である区市町村と連携し、

適正な保険給付の確保や介護保険事業支援計画に基づく基盤整備などに取り組んでいる。 

 

(1）介護サービス情報の公表（平成18年度事業開始） 

介護サービスの利用者等による、より適切な介護サービス事業者の選択を支援するため、介護

サービス事業者に介護サービス事業所情報の報告を義務付け、報告された情報をホームページで
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公表するとともに、調査指針に基づき原則６年ごとに訪問調査を実施し、調査結果をホームペー

ジで公表する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

(2）介護給付費都負担金（平成12年度事業開始） 

介護保険法第123条（都道府県の負担）の規定に基づき、介護給付費の12.5％（介護保険施設

及び特定施設入居者生活介護に係るものについては17.5％）を負担する。（実施主体：区市町村） 

 
 
 

※金額は令和８年度予算額 

(3）財政安定化基金の運営（平成12年度事業開始） 

保険者である区市町村の介護保険財政の安定化を図るため、国、都及び区市町村が貸付け又は

交付を行う目的で資金を拠出して設置した財政安定化基金の運営を行う。（実施主体：東京都） 

(4）地域支援事業交付金 

介護保険法で定められた「地域支援事業」に係る費用を負担する（法定負担）。（実施主体：区

市町村） 

ア 介護予防・日常生活支援総合事業（平成27年度事業開始） 

介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業 

イ 包括的支援事業（平成18年度事業開始） 

地域包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知

症総合支援事業、地域ケア会議推進事業 

ウ 任意事業（平成18年度事業開始） 

介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業等 

(5）第１号保険料の低所得者軽減強化（平成27年度事業開始） 

介護保険制度維持のため、第１号保険料について公費を投入して低所得者の保険料の軽減を行

う。都は、介護保険法第124条の２の規定に基づき、区市町村が保険料軽減に要した額の４分の

１を負担する。（実施主体：区市町村） 

(6）低所得者特別対策事業（国の特別対策。平成12年度事業開始） 

低所得者等の介護保険サービス利用料等を国、都、区市町村及び事業者の負担により軽減する。

（実施主体：区市町村） 

ア 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する助成事業 

イ 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度

事業 

ウ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

(7）低所得者特別対策事業（都独自の支援策。平成13年度事業開始） 

国の特別対策である「社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利

国 都 区市町村 第１号被保険者 第２号被保険者 

2,589億円 1,663億円 1,418億円 2,608億円 3,062億円 

25.0%(20.0％) 12.5%(17.5％) 12.5％ 23.0％ 27.0％ 
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公表するとともに、調査指針に基づき原則６年ごとに訪問調査を実施し、調査結果をホームペー

ジで公表する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

(2）介護給付費都負担金（平成12年度事業開始） 

介護保険法第123条（都道府県の負担）の規定に基づき、介護給付費の12.5％（介護保険施設

及び特定施設入居者生活介護に係るものについては17.5％）を負担する。（実施主体：区市町村） 

 
 
 

※金額は令和８年度予算額 

(3）財政安定化基金の運営（平成12年度事業開始） 

保険者である区市町村の介護保険財政の安定化を図るため、国、都及び区市町村が貸付け又は

交付を行う目的で資金を拠出して設置した財政安定化基金の運営を行う。（実施主体：東京都） 

(4）地域支援事業交付金 

介護保険法で定められた「地域支援事業」に係る費用を負担する（法定負担）。（実施主体：区

市町村） 

ア 介護予防・日常生活支援総合事業（平成27年度事業開始） 

介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業 

イ 包括的支援事業（平成18年度事業開始） 

地域包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知

症総合支援事業、地域ケア会議推進事業 

ウ 任意事業（平成18年度事業開始） 

介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業等 

(5）第１号保険料の低所得者軽減強化（平成27年度事業開始） 

介護保険制度維持のため、第１号保険料について公費を投入して低所得者の保険料の軽減を行

う。都は、介護保険法第124条の２の規定に基づき、区市町村が保険料軽減に要した額の４分の

１を負担する。（実施主体：区市町村） 

(6）低所得者特別対策事業（国の特別対策。平成12年度事業開始） 

低所得者等の介護保険サービス利用料等を国、都、区市町村及び事業者の負担により軽減する。

（実施主体：区市町村） 

ア 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する助成事業 

イ 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度

事業 

ウ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

(7）低所得者特別対策事業（都独自の支援策。平成13年度事業開始） 

国の特別対策である「社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利

国 都 区市町村 第１号被保険者 第２号被保険者 

2,589億円 1,663億円 1,418億円 2,608億円 3,062億円 

25.0%(20.0％) 12.5%(17.5％) 12.5％ 23.0％ 27.0％ 
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用者負担額軽減制度事業」の対象サービス及び事業主体を拡大し、低所得者の介護サービス利用

料を都、区市町村及び事業者の負担により軽減する。（実施主体：区市町村） 

(8）離島等における介護保険支援事業（平成16年度事業開始） 

介護サービスの確保が困難な離島や山間等の過疎地域の特性に応じた施策を検討するため、離

島等サービス確保対策検討委員会を設置し、当該地域における介護サービス提供体制の充実を図

る。（実施主体：東京都及び離島等地域の町村、実績：開催回数３回） 

(9）認定調査員等研修事業（平成11年度事業開始。ただし、主治医研修は平成12年度、介護認定審

査会運営適正化研修は平成13年度事業開始） 

区市町村職員、認定調査員、介護認定審査会委員及び主治医に対し、要介護・要支援認定事務

の公平・公正かつ適切な実施を図るため、必要な知識、技能等の修得及び向上に向けた研修を行

う。（実施主体：東京都（主治医研修は公益社団法人東京都医師会に委託）） 

(10) 介護情報基盤活用促進事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦略】 

認定事務の効率化及び要介護認定に要する期間の短縮を図るため、介護情報基盤の円滑な運用

開始及び定着、区市町村における要介護認定業務等のＤＸの推進、医療機関及び介護事業所等へ

の普及啓発等に取り組む区市町村が実施する事業に要する費用を補助する。（実施主体：区市町

村） 

(11）事業者指定・事業者情報提供事業（平成11年度事業開始） 

介護サービスの提供主体となる事業者を指定するとともに、指定事業者及び施設の指定、廃止、

休止等に関する情報を区市町村、都民等に提供する。（実施主体：東京都） 

(12）ケアマネジメントの充実 

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識と技能を有する介護支援専門員

の養成を図るための法定研修や負担軽減を図るための各種取組等を実施する。また、介護支援専

門員への再就業等希望者に対し、都の補助事業や研修案内等の情報提供、就労相談及び就業・定

着奨励金の給付等の支援を実施するとともに、潜在ケアマネジャー（現任ではない有資格者）を

中小企業へ派遣し、介護サービスの仕組みや制度の啓発を実施する。 

ア 介護支援専門員名簿管理（平成13年度事業開始） 

イ 介護支援専門員研修事業(平成10年度事業開始・令和６年度事業拡充)【2050東京戦略】 

ウ 居宅介護支援事業所管理者向けマネジメント支援研修事業（令和６年度事業開始） 

エ 居宅介護支援事業所経営改善等支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

オ 介護支援専門員再就業等支援事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

（実施主体：アは東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、イからオは東京都及び

東京都が指定する法人） 

(13）介護保険審査会の運営（平成11年度事業開始） 

保険者である区市町村が行った行政処分に対する不服申立て（審査請求）の審理・裁決を行う
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ために、介護保険法第184条に基づき、知事の附属機関として設置した東京都介護保険審査会を

運営する。（実施主体：東京都、実績：開催回数９回） 

(14）国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備（平成12年度事業開始） 

介護保険法上の苦情処理機関である東京都国民健康保険団体連合会が、その業務を円滑に行え

るよう支援し、もって利用者の権利の保護を図る。（実施主体：東京都国民健康保険団体連合会） 

(15）高齢者保健福祉施策推進委員会の運営（平成20年度事業開始） 

高齢者保健福祉施策の推進を図るため、東京都高齢者保健福祉計画等の策定及び進行管理、そ

の他高齢者保健福祉施策の推進に必要な事項の検討等を行うため、高齢者保健福祉施策推進委員

会を設置し、運営する。（実施主体：東京都） 

 

 

３ 介護人材確保対策の推進 

介護人材不足に対し、人材の確保や早期離職の防止に取り組む介護事業者を支援するなど、質の

高い介護サービスが安定的に提供されるよう取り組んでいる。 

 

(1）かいごチャレンジ職場体験事業（令和４年度事業開始）【2050東京戦略】 

民間のノウハウを活用し、介護現場の体験からマッチング、就業、定着までを一貫して支援す

ることにより、求職者と求人事業所の双方のニーズに応えるとともに、職場体験参加者へのＰＲ

やスポットワークの案内などを継続的に行うことにより、未経験者の介護分野への入職・定着を

促進する。（実施主体：東京都、実績：1,132人） 

(2）初任者研修等資格取得支援事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

就職活動中の高校生・大学生や介護分野への就労を希望する求職者等に対し、無料の介護職員

初任者研修等を開講し、受講できるようにすることで、資格取得を支援し、介護人材の裾野拡大

を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会及び民間事業者に委託）、実

績：450人） 

(3）介護職員就業促進事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護業務への就労を希望する者のうち、無資格者等を対象に、介護事業所での雇用確保と働き

ながらの資格取得を支援することで、介護分野への人材の参入を促進するとともに、即戦力の確

保を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）、実績：608人） 

(4）地域を支える「訪問介護」応援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

人材不足が深刻化している訪問介護事業者に対し、未経験者の雇用経費等に加え、経験年数が

短い訪問介護員等への同行支援や経営改善に係る経費等を支援することにより、訪問介護事業所

の人材確保・定着を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会及び民間事

業者に委託）、実績：284人） 
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ために、介護保険法第184条に基づき、知事の附属機関として設置した東京都介護保険審査会を

運営する。（実施主体：東京都、実績：開催回数９回） 

(14）国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備（平成12年度事業開始） 

介護保険法上の苦情処理機関である東京都国民健康保険団体連合会が、その業務を円滑に行え

るよう支援し、もって利用者の権利の保護を図る。（実施主体：東京都国民健康保険団体連合会） 

(15）高齢者保健福祉施策推進委員会の運営（平成20年度事業開始） 

高齢者保健福祉施策の推進を図るため、東京都高齢者保健福祉計画等の策定及び進行管理、そ

の他高齢者保健福祉施策の推進に必要な事項の検討等を行うため、高齢者保健福祉施策推進委員

会を設置し、運営する。（実施主体：東京都） 

 

 

３ 介護人材確保対策の推進 

介護人材不足に対し、人材の確保や早期離職の防止に取り組む介護事業者を支援するなど、質の

高い介護サービスが安定的に提供されるよう取り組んでいる。 

 

(1）かいごチャレンジ職場体験事業（令和４年度事業開始）【2050東京戦略】 

民間のノウハウを活用し、介護現場の体験からマッチング、就業、定着までを一貫して支援す

ることにより、求職者と求人事業所の双方のニーズに応えるとともに、職場体験参加者へのＰＲ

やスポットワークの案内などを継続的に行うことにより、未経験者の介護分野への入職・定着を

促進する。（実施主体：東京都、実績：1,132人） 

(2）初任者研修等資格取得支援事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

就職活動中の高校生・大学生や介護分野への就労を希望する求職者等に対し、無料の介護職員

初任者研修等を開講し、受講できるようにすることで、資格取得を支援し、介護人材の裾野拡大

を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会及び民間事業者に委託）、実

績：450人） 

(3）介護職員就業促進事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護業務への就労を希望する者のうち、無資格者等を対象に、介護事業所での雇用確保と働き

ながらの資格取得を支援することで、介護分野への人材の参入を促進するとともに、即戦力の確

保を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）、実績：608人） 

(4）地域を支える「訪問介護」応援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

人材不足が深刻化している訪問介護事業者に対し、未経験者の雇用経費等に加え、経験年数が

短い訪問介護員等への同行支援や経営改善に係る経費等を支援することにより、訪問介護事業所

の人材確保・定着を図る。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会及び民間事

業者に委託）、実績：284人） 
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(5）介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

住居費等生活コストの高い東京の実情を踏まえ、介護報酬の国の見直しが講じられるまでの間、

介護職員及び介護支援専門員に対して、居住支援特別手当を支給する介護保険サービス事業所及

び養護老人ホームを支援する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、

交付決定：3,280法人）） 

(6）介護職員奨学金返済・育成支援事業（平成30年度事業開始） 

介護人材の確保と定着を図るため、事業者が新卒者等の未経験の常勤介護職員の奨学金返済相

当額を手当として支給又は代理返還する場合に補助する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京

都福祉保健財団に委託）） 

(7）東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業（平成28年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護職員宿舎の借上げを支援することにより、介護人材の一層の確保定着を図るとともに、施

設等における防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応を推

進する。（実施主体：公益財団法人東京都福祉保健財団、実績：3,879戸） 

(8）介護職員の宿舎施設整備支援事業（令和３年度事業開始） 

介護職員宿舎の整備を支援することで、働きやすい職場環境を実現し、介護人材の確保定着を

図る。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：１件） 

(9）介護現場のイメージアップ戦略事業～介護ＷＩＴＨプロジェクト～（令和６年度事業開始）

【2050東京戦略】 

夢や趣味と介護の仕事を両立している職員を応援し、多様な働き方ができることをＰＲするこ

とで、介護業界全体のイメージアップを図る。（実施主体：東京都） 

(10）人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

複数の事業者が合同で実施する人材採用・研修・人事交流など、小規模介護事業者の連携・協

働化に関する先進的な取組を支援するとともに、取組の課題抽出や成果検証を通じて地域におけ

る介護人材の有効活用策を検討する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(11）介護現場改革促進事業（令和３年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護サービスを効率的かつ継続的に提供するため、設備整備や人材育成等、生産性向上に向け

て取り組む介護施設・事業所に対して支援を行う。 

ア 移乗介護、移動支援、見守り・コミュニケーション、見守り支援機器導入に伴う通信環境整

備等の機器の購入に係る経費を補助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、

交付決定：520事業所) 

イ 介護業務支援システム導入のために必要なソフトウェア、タブレット端末等のハードウェア、

Ｗｉ-Ｆｉルーターの購入、システムの選定・活用に関するコンサルティング等に係る経費を

補助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、交付決定：813事業所) 

ウ 生産性向上に取り組む施設を育成するためのセミナー、次世代介護機器及びデジタル機器の
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導入セミナー等を実施する。(実施主体：公益財団法人東京都福祉保健財団) 

エ 人材育成の仕組みづくりに係るコンサル経費、研修受講経費等、人材育成に要する経費を補

助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：129事業所) 

オ 介護現場の生産性向上や人材確保を推進する観点から、介護現場の課題の対応方針や 東京都

における介護生産性向上総合相談センターの運営方針等について協議する場として、東京都介

護現場革新会議を設置・運営する。（実施主体：東京都） 

(12）介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業（令和２年度事業開始） 

介護人材の確保及び定着を図るため、介護施設・事業所に対して介護職員処遇改善加算等の取

得に係る助言・指導等を行い、加算の新規取得や、より上位の区分の加算取得等を支援する。

（実施主体：東京都（東京都社会保険労務士会に委託）） 

(13）介護ＤＸ推進人材育成支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

デジタル機器や次世代介護機器の導入など、介護現場におけるＤＸを推進する人材の育成を支

援し、介護事業所における継続的な業務効率化及び生産性向上を図る。(実施主体：東京都（公

益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、実績：202法人、384人） 

(14）代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業（平成21年度事業開始） 

介護サービス事業所の現任職員が研修に参加する際、その代替職員の雇用に要する経費を補助

することにより、介護サービス事業所の人材育成に向けた取組を支援する。（実施主体：東京都

（人材派遣会社に委託）、実績：9,304時間） 

(15）現任介護職員資格取得支援事業（平成23年度事業開始） 

介護職員の専門性の向上を目指し、介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介護現場

で働く介護職員の育成及びサービスの質の向上を図る。（実施主体：公益財団法人東京都福祉保健

財団、実績：合格者449人） 

(16）介護職員スキルアップ研修事業（平成21年度事業開始） 

訪問介護員（ホームヘルパー）、介護保険施設等の介護職員を対象に、業務上必要な医学的知

識や高齢者特有の身体的特徴、緊急時の対応などについて研修を実施することにより、医療職等

との円滑な連携を可能にするとともに、適切な介護サービスの提供を促進する。（実施主体：東京

都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）、実績：634人） 

(17）介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業（平成23年度事業開始） 

たんの吸引等を適切に行うことができる介護職員等を養成するための研修を実施するとともに、

事業者及び従事者の登録等を行う（障害者施策推進部事業と合同実施）。（実施主体：東京都（公

益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、実績：1,683人） 

(18）東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金（平成30年度事業開始）【2050東京戦略】 

地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成促進を図るため、区市町村が取り組む介護人材

確保対策を支援する。（実施主体：区市町村、実績：52区市町村） 
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導入セミナー等を実施する。(実施主体：公益財団法人東京都福祉保健財団) 

エ 人材育成の仕組みづくりに係るコンサル経費、研修受講経費等、人材育成に要する経費を補

助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：129事業所) 

オ 介護現場の生産性向上や人材確保を推進する観点から、介護現場の課題の対応方針や 東京都

における介護生産性向上総合相談センターの運営方針等について協議する場として、東京都介

護現場革新会議を設置・運営する。（実施主体：東京都） 

(12）介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業（令和２年度事業開始） 

介護人材の確保及び定着を図るため、介護施設・事業所に対して介護職員処遇改善加算等の取

得に係る助言・指導等を行い、加算の新規取得や、より上位の区分の加算取得等を支援する。

（実施主体：東京都（東京都社会保険労務士会に委託）） 

(13）介護ＤＸ推進人材育成支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

デジタル機器や次世代介護機器の導入など、介護現場におけるＤＸを推進する人材の育成を支

援し、介護事業所における継続的な業務効率化及び生産性向上を図る。(実施主体：東京都（公

益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、実績：202法人、384人） 

(14）代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業（平成21年度事業開始） 

介護サービス事業所の現任職員が研修に参加する際、その代替職員の雇用に要する経費を補助

することにより、介護サービス事業所の人材育成に向けた取組を支援する。（実施主体：東京都

（人材派遣会社に委託）、実績：9,304時間） 

(15）現任介護職員資格取得支援事業（平成23年度事業開始） 

介護職員の専門性の向上を目指し、介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介護現場

で働く介護職員の育成及びサービスの質の向上を図る。（実施主体：公益財団法人東京都福祉保健

財団、実績：合格者449人） 

(16）介護職員スキルアップ研修事業（平成21年度事業開始） 

訪問介護員（ホームヘルパー）、介護保険施設等の介護職員を対象に、業務上必要な医学的知

識や高齢者特有の身体的特徴、緊急時の対応などについて研修を実施することにより、医療職等

との円滑な連携を可能にするとともに、適切な介護サービスの提供を促進する。（実施主体：東京

都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）、実績：634人） 

(17）介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業（平成23年度事業開始） 

たんの吸引等を適切に行うことができる介護職員等を養成するための研修を実施するとともに、

事業者及び従事者の登録等を行う（障害者施策推進部事業と合同実施）。（実施主体：東京都（公

益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、実績：1,683人） 

(18）東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金（平成30年度事業開始）【2050東京戦略】 

地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成促進を図るため、区市町村が取り組む介護人材

確保対策を支援する。（実施主体：区市町村、実績：52区市町村） 
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(19）経済連携協定に基づく外国人介護士受入れ支援事業（平成20年度事業開始）【2050東京戦略】 

フィリピン、インドネシア及びベトナムとの経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき来日する介護福

祉士候補者が、在留期間内（上限は４年）に国家試験に合格し、引き続き就労ができるよう、民

間福祉施設等に対し、日本語習熟・介護福祉士試験対策のためのチューター経費や教材費等、資

格取得のための経費の一部を補助する。（実施主体：受入施設、実績：65施設、374人） 

(20）外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業（平成30年度事業開始）

【2050東京戦略】 

開発途上地域等への技能等の移転を図り、その経済発展を担う「人づくり」に協力することに

加え、技能実習修了後の介護福祉士資格の取得などキャリア形成を見据えた支援をするため、介

護職種の外国人技能実習生を受け入れる民間高齢者福祉施設に対し、実習生への日本語教育及び

介護技術の修得に要する経費の一部を補助する。（実施主体：受入施設、実績：53施設、86人） 

(21）介護施設等による留学生受入れ支援事業費補助金(令和元年度事業開始)【2050東京戦略】 

事業所が留学生を雇用し、学費等を給付する場合に、給付に要する経費に対し補助を行う。 

なお、本補助金において、留学生とは、介護福祉士養成施設への入学を前提とした日本語学校

に通う留学生及び介護福祉士養成施設に通う留学生をいう。（実施主体：受入施設、実績：７事

業所、25名） 

(22）特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京

戦略】 

介護に従事する在留資格「特定技能」の外国人が、在留期間（上限５年）内に国家試験に合格

し、引き続き就労ができるよう、民間高齢者福祉施設に対し、特定技能外国人への日本語教育及

び介護技術の修得に要する経費の一部を補助する。（実施主体：受入施設、実績：97施設、288

人） 

(23）外国人介護従事者受入れ環境整備事業（令和元年度事業開始）【2050東京戦略】 

都内に所在する介護サービスを提供する事業所等が、外国人介護従事者受入れに係る各制度

（経済連携協定、外国人技能実習制度、在留資格「介護」、特定技能制度等）の趣旨に沿って、

外国人を円滑に受け入れられるよう支援する。 

ア 外国人介護従事者受入れセミナー 

事業所の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミナ

ー及び個別相談会を開催する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

イ 外国人介護従事者指導担当職員向け研修 

外国人介護従事者の指導担当職員に対し、事業所における指導体制の整備を支援するための

研修を実施する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

ウ 介護施設等による外国人介護職員とのコミュニケーション促進支援事業補助金 

事業所が事業所内の外国人介護職員と日本人職員や介護サービス利用者等との円滑なコミュ
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ニケーションを支援するため、多言語翻訳機の導入や異文化理解に関する研修の受講等の環境

整備等の実施を支援する。(実施主体：受入施設、実績：103事業所) 

(24）外国人介護従事者活躍支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

外国人介護従事者の受入れを促進するため、都と事業者など関係機関による会議体を設置し連

携して取り組む体制を整備した上で、海外での広報活動を行うとともに、専用の介護情報サイト

により、都内介護事業所の職場環境や求人情報等を多言語で発信する。また、介護事業所が登録

支援機関等の受入れ調整機関を活用する場合に、経費の一部を補助する。加えて、外国人人材を

受け入れたことのない介護事業所に対し、日本語学校等に通い就職を希望する外国人留学生の職

場体験を実施する。（実施主体：東京都又は受入施設、実績：388事業所、1,017名） 

(25）ユニットケア研修等事業（平成15年度事業開始） 

ユニットケア施設が、入居者及び利用者の居宅における生活と入居及び利用後の生活とが連続

したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて、入居者及び利用者が自律的な日常生活

を営むことを支援するため、ユニットケア施設の管理者及び職員に対し、ユニットケアに関する

研修を実施する。（実施主体：東京都（一般社団法人日本ユニットケア推進センター及び一般社団

法人全国個室ユニット型施設推進協議会に委託）） 

(26）感染症対策指導者養成研修事業（平成19年度事業開始） 

老人福祉施設等において感染症の発生を防止するとともに、発生時に適切な対応ができるよう

な施設内体制を整備するため、老人福祉施設等における施設管理者及び感染症対策担当者を対象

に、感染症対策に関する研修を実施する。（実施主体：東京都） 

(27）高齢者施設における感染症対策研修・訓練支援事業（令和６年度事業開始） 

高齢者施設が感染症の予防及びまん延の防止のための研修又は訓練を適切かつ効果的に実施で

きるよう、感染症対策に係る講義及び実地指導を行う講師を派遣する。（実施主体：東京都） 

(28）介護施設内保育施設運営支援事業（平成30年度事業開始） 

介護従事者等の離職防止及び再就業促進を目的に、介護施設・事業所が雇用する職員のために

設置・運営する保育施設の経費を助成する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(29) 介護現場におけるカスタマーハラスメント対策強化事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦

略】 

介護事業者に対するカスタマーハラスメント対策説明会の実施や、介護職員向けの総合相談窓

口の設置等を行うとともに、介護職員の安全を確保するため、利用者宅に複数人で訪問する場合

の経費の支援等により介護現場におけるカスタマーハラスメント対策を推進する。（実施主体：

東京都（民間事業者に委託）） 

(30）介護現場のＤＸ・タスクシェア促進事業（令和５年度事業開始）【2050東京戦略】 

ロボットを活用した介護業務のタスクシェアを進めることで、介護業務の負担軽減を図るため、

分身ロボットの導入に要する費用の一部を補助する。（実施主体：東京都） 
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ニケーションを支援するため、多言語翻訳機の導入や異文化理解に関する研修の受講等の環境

整備等の実施を支援する。(実施主体：受入施設、実績：103事業所) 

(24）外国人介護従事者活躍支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

外国人介護従事者の受入れを促進するため、都と事業者など関係機関による会議体を設置し連

携して取り組む体制を整備した上で、海外での広報活動を行うとともに、専用の介護情報サイト

により、都内介護事業所の職場環境や求人情報等を多言語で発信する。また、介護事業所が登録

支援機関等の受入れ調整機関を活用する場合に、経費の一部を補助する。加えて、外国人人材を

受け入れたことのない介護事業所に対し、日本語学校等に通い就職を希望する外国人留学生の職

場体験を実施する。（実施主体：東京都又は受入施設、実績：388事業所、1,017名） 

(25）ユニットケア研修等事業（平成15年度事業開始） 

ユニットケア施設が、入居者及び利用者の居宅における生活と入居及び利用後の生活とが連続

したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて、入居者及び利用者が自律的な日常生活

を営むことを支援するため、ユニットケア施設の管理者及び職員に対し、ユニットケアに関する

研修を実施する。（実施主体：東京都（一般社団法人日本ユニットケア推進センター及び一般社団

法人全国個室ユニット型施設推進協議会に委託）） 

(26）感染症対策指導者養成研修事業（平成19年度事業開始） 

老人福祉施設等において感染症の発生を防止するとともに、発生時に適切な対応ができるよう

な施設内体制を整備するため、老人福祉施設等における施設管理者及び感染症対策担当者を対象

に、感染症対策に関する研修を実施する。（実施主体：東京都） 

(27）高齢者施設における感染症対策研修・訓練支援事業（令和６年度事業開始） 

高齢者施設が感染症の予防及びまん延の防止のための研修又は訓練を適切かつ効果的に実施で

きるよう、感染症対策に係る講義及び実地指導を行う講師を派遣する。（実施主体：東京都） 

(28）介護施設内保育施設運営支援事業（平成30年度事業開始） 

介護従事者等の離職防止及び再就業促進を目的に、介護施設・事業所が雇用する職員のために

設置・運営する保育施設の経費を助成する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(29) 介護現場におけるカスタマーハラスメント対策強化事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦

略】 

介護事業者に対するカスタマーハラスメント対策説明会の実施や、介護職員向けの総合相談窓

口の設置等を行うとともに、介護職員の安全を確保するため、利用者宅に複数人で訪問する場合

の経費の支援等により介護現場におけるカスタマーハラスメント対策を推進する。（実施主体：

東京都（民間事業者に委託）） 

(30）介護現場のＤＸ・タスクシェア促進事業（令和５年度事業開始）【2050東京戦略】 

ロボットを活用した介護業務のタスクシェアを進めることで、介護業務の負担軽減を図るため、

分身ロボットの導入に要する費用の一部を補助する。（実施主体：東京都） 
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(31）介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業（令和７年度事業開始） 

報酬改定の時期を待たず、人材流出を防ぐための緊急的対応として、賃上げ・職場環境改善に

取り組む事業所に対して、必要な経費（最大で常勤換算の介護従事者等１人当たり月額19,000円

の６月分に相当する額。）を補助する。（実施主体：東京都） 

(32) 介護サービス事業所物価高騰緊急対策事業（令和４年度事業開始） 

物価高騰に直面する介護サービス事業所の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給す

る。（実施主体：東京都） 

(33) 介護保険制度における介護職員等の昇給の在り方検討調査事業（令和７年度事業開始）【2050

東京戦略】 

 介護保険制度における介護職員等の昇給の人事給与制度の在り方を示すとともに、都の取組の 

方向性を検討する。（実施主体：東京都（民間事業者に委託）） 

(34) 地域におけるケアプランデータ連携システム活用促進事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦

略】 

 居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所における業務負担軽減及び生産性の向上に向け、地

域一体となってケアプランデータ連携システムの導入促進に取り組む区市町村を支援する。（実

施主体：区市町村） 

(35) 訪問介護事業所におけるＥＶ車・ＥＶバイク導入支援事業(令和７年度事業開始)【2050東京戦

略】 

運営が特に厳しい状況にある中小の訪問介護事業所が、訪問介護サービス提供時の移動に係る

負担等を軽減できるよう、電動自動車及び電動バイクを購入する際の経費を支援する。（実施主

体：公益財団法人東京都環境公社） 

(36) 介護事業者経営力強化等サポート事業（ＴＯＫＹＯ介護Ｂｉｚサポート事業）(令和８年度事

業開始)【新規】【2050東京戦略】 

小規模介護事業者の共通事務の集約による事務負担軽減や、書類管理負担軽減に向けた改善フ

ローを策定・試行する。また、複数の訪問介護事業所による相互委託サービス提供を試行・検証

する。さらに、人事給与制度の導入や経営の改善・協働化に取り組む介護事業者を支援すること

により、介護サービス運営の効率化及び介護事業者の経営力強化を図る。（実施主体：東京都

（公益財団法人東京都福祉保健財団に一部委託）） 

(37) 介護事業所等に対するサービス継続支援事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

気候変動の影響等による猛暑や線状降水帯の発生に伴う災害など様々な困難が発生したときに

おいても介護サービスを円滑に継続することができるよう、対策を講じる介護サービス事業所・

介護施設等に対する支援を行うことを目的とし、取組を行う都内の介護事業所等に対し、補助金

を交付する。（実施主体：東京都） 

(38) 介護・障害福祉サービス等事業所における育業・介護休業等両立支援事業（令和８年度事業開
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始）【新規】【2050東京戦略】 

介護サービス事業所の職員が育業・介護休業等を取得した際、代替職員の雇用や手当支給など、

安心して働き続けられる職場環境づくりに取り組む事業者を支援する。（実施主体：東京都（一

部民間事業者に委託）） 

 

 

４ 介護予防・フレイル予防の推進 

これからの超高齢社会に向けて、生涯を通じた健康づくりを一層支援するため、福祉・保健・医

療部門の連携により、介護予防・フレイル予防の総合的な取組を推進する。 

 

(1）自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業(平成30年度事業開始) 

ア 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議実践のための講師養成フォローアップ研修事業 

地域づくり・資源開発、政策形成につながりやすい地域ケア会議の実現のため、講師養成研

修を実施し、地域や組織の実情に合った独自の研修を行えるよう支援する。（実施主体：東京都

（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

イ 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業区市町村実務者連絡会議 

区市町村の地域ケア会議実務者（区市町村職員、地域包括支援センター職員、助言者として

参加する専門職等）を対象とする連絡会議を開催し、関係者の連携強化を図るとともに、他自

治体との課題検討等を通じ、各自治体における課題解決を支援する。（実施主体：東京都） 

(2）介護予防推進会議（平成16年度事業開始） 

都における介護予防の事業内容の検討等を行うことにより、区市町村における効果的かつ効率

的な事業の実施を支援することを目的として、介護予防推進会議を設置・運営する。（実施主体：

東京都） 

(3）介護予防・フレイル予防支援強化事業（令和２年度事業開始）【2050東京戦略】 

ア 東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター運営事業 

フレイル予防の視点を踏まえ、通いの場をはじめとした地域における介護予防活動の拡大・

機能強化を図るため、東京都介護予防・フレイル予防推進支援センターを設置し、住民主体の

介護予防・フレイル予防活動等を推進する区市町村に専門的・技術的支援を提供する。（実施主

体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに委託）） 

イ 東京都介護予防・フレイル予防推進員配置事業 

住民主体の通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイル予防の観点を踏まえた機能強化に

取り組む、東京都介護予防・フレイル予防推進員の配置を支援する。（実施主体：区市町村） 

(4）オンライン介護予防サポート事業（令和３年度事業開始）【2050東京戦略】 

通いの場やサロン活動などを行う高齢者のグループ等が、オンラインツールを活用して予防活
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始）【新規】【2050東京戦略】 

介護サービス事業所の職員が育業・介護休業等を取得した際、代替職員の雇用や手当支給など、

安心して働き続けられる職場環境づくりに取り組む事業者を支援する。（実施主体：東京都（一

部民間事業者に委託）） 

 

 

４ 介護予防・フレイル予防の推進 

これからの超高齢社会に向けて、生涯を通じた健康づくりを一層支援するため、福祉・保健・医

療部門の連携により、介護予防・フレイル予防の総合的な取組を推進する。 

 

(1）自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業(平成30年度事業開始) 

ア 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議実践のための講師養成フォローアップ研修事業 

地域づくり・資源開発、政策形成につながりやすい地域ケア会議の実現のため、講師養成研

修を実施し、地域や組織の実情に合った独自の研修を行えるよう支援する。（実施主体：東京都

（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

イ 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業区市町村実務者連絡会議 

区市町村の地域ケア会議実務者（区市町村職員、地域包括支援センター職員、助言者として

参加する専門職等）を対象とする連絡会議を開催し、関係者の連携強化を図るとともに、他自

治体との課題検討等を通じ、各自治体における課題解決を支援する。（実施主体：東京都） 

(2）介護予防推進会議（平成16年度事業開始） 

都における介護予防の事業内容の検討等を行うことにより、区市町村における効果的かつ効率

的な事業の実施を支援することを目的として、介護予防推進会議を設置・運営する。（実施主体：

東京都） 

(3）介護予防・フレイル予防支援強化事業（令和２年度事業開始）【2050東京戦略】 

ア 東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター運営事業 

フレイル予防の視点を踏まえ、通いの場をはじめとした地域における介護予防活動の拡大・

機能強化を図るため、東京都介護予防・フレイル予防推進支援センターを設置し、住民主体の

介護予防・フレイル予防活動等を推進する区市町村に専門的・技術的支援を提供する。（実施主

体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに委託）） 

イ 東京都介護予防・フレイル予防推進員配置事業 

住民主体の通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイル予防の観点を踏まえた機能強化に

取り組む、東京都介護予防・フレイル予防推進員の配置を支援する。（実施主体：区市町村） 

(4）オンライン介護予防サポート事業（令和３年度事業開始）【2050東京戦略】 

通いの場やサロン活動などを行う高齢者のグループ等が、オンラインツールを活用して予防活
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動を実施するための支援を行う区市町村の取組を支援する。加えて、区市町村が、新たにオンラ

インツールを活用した介護予防事業を立ち上げる際の伴走型支援を行う。（実施主体：東京都

（委託により実施）、区市町村） 

(5）高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

加齢性難聴の高齢者のコミュニケーションの機会確保を推進し、介護予防につなげるため、加

齢性難聴に係る補聴器支給補助や早期発見・早期対応のための普及啓発等の取組を実施する区市

町村を支援する。（実施主体：区市町村） 

(6）介護予防・フレイル予防普及啓発強化事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

ア 都による普及啓発 

介護予防・フレイル予防の基礎知識及び都のポータルサイト「東京都介護予防・フレイル予

防ポータル」の情報を掲載した普及啓発資材により、都内高齢者に向け介護予防・フレイル予

防の重要性を働きかける。（実施主体：東京都） 

イ 区市町村による普及啓発 

介護予防・フレイル予防及び自治体内の通いの場の情報に係る普及啓発資材により、自治体

内の高齢者のフレイル認知度向上、通いの場への参加促進に係る普及啓発を行う区市町村に対

し経費の補助を行う。（実施主体：区市町村） 

(7) フレイルサポート医地域連携支援事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護予防・フレイル予防の取組を推進するため、フレイルサポート医と連携する区市町村の取

組を支援するとともに、東京都医師会が行うフレイルサポート医の養成・認定や、地区医師会に

よる介護予防・フレイル予防の体制整備等の取組を支援する。（実施主体：東京都（地方独立行

政法人東京都健康長寿医療センターに委託）、区市町村、東京都医師会、地区医師会） 

(8) アプリを活用した高齢者の健康づくり推進事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

東京都健康長寿医療センターの知見を生かして開発した、健康状態の把握やフレイルリスクを

検知できるアプリについて、スマートウォッチを用いながら、都と区市町村が共同してフレイ

ル・健康づくり事業の充実・改善につなげることで、高齢者の行動変容・健康増進を図る。（実

施主体：東京都、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター、区市町村） 

 

 

５ 在宅療養の推進 

高齢者とその家族が、安心して在宅生活を継続できるよう在宅療養環境を整備する。 

 

(1）訪問看護人材確保育成事業（平成25年度事業開始） 

地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者の在宅療養生活を支える中心的な役割を担う訪問

看護師の確保・育成・定着に向けた総合的な支援策を行う。 
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ア 管理者・指導者育成事業 

訪問看護ステーション運営の基礎実務、経営の安定化、人材育成体制の整備、看護小規模多

機能型居宅介護への参入等についての研修を実施し、管理者等を育成するとともに管理者同士

のネットワーク構築の推進を図る。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委

託）） 

イ 地域における教育ステーション事業 

訪問看護認定看護師相当の指導者が配置され、育成支援のできる訪問看護ステーションを教

育ステーションに指定し、同行訪問等の研修や勉強会など、地域の訪問看護人材の育成支援や

医療と介護の連携強化等のための取組を行う。（実施主体：東京都（東京都が指定する法人に委

託）） 

ウ 認定訪問看護師資格取得支援事業 

訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育成を支援し、労働意欲の向上、定着の促進、

訪問看護師全体の質の向上を推進する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

エ 訪問看護人材確保事業 

看護職に訪問看護の業務内容や重要性、その魅力等をＰＲし、訪問看護の人材確保を図るた

め、講演会等を開催する。（実施主体：東京都（公益社団法人東京都看護協会に委託）） 

オ 在宅介護・医療協働推進部会 

地域における介護・医療の関係機関が協働し、在宅での介護・医療を一体的に提供できるよ

う、訪問看護の推進のための取組をはじめとする多角的・総合的な取組を検討する。（実施主

体：東京都） 

(2）訪問看護ステーション代替職員確保支援事業（平成26年度から訪問看護師勤務環境向上事業及

び訪問看護師定着推進事業として事業開始、平成29年度事業統合） 

訪問看護ステーションが、働きやすい職場環境の整備を行い、訪問看護師が産休・育休・介休

を取得する際に確保する代替職員の経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(3）新任訪問看護師育成支援事業（平成28年度から新任訪問看護師就労応援事業として事業開始、

令和３年度名称等変更） 

管理者等が都の定める研修を修了し、訪問看護未経験の看護職の雇用・育成を行う訪問看護ス

テーションに対し、育成に要する経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(4）訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業（平成26年度及び27年度は福祉人材の確保・定

着モデル事業、平成28年度から本格実施） 

看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注力できる環境を整備するため、事務職員を新たに

配置する訪問看護ステーション等への支援を行う。（実施主体：都内訪問看護ステーション等） 

(5）訪問看護ステーション協働育成支援事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦略】 

訪問看護人材の確保・定着・育成に向けて、２事業所以上の訪問看護ステーションが協働して
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ア 管理者・指導者育成事業 

訪問看護ステーション運営の基礎実務、経営の安定化、人材育成体制の整備、看護小規模多

機能型居宅介護への参入等についての研修を実施し、管理者等を育成するとともに管理者同士

のネットワーク構築の推進を図る。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委

託）） 

イ 地域における教育ステーション事業 

訪問看護認定看護師相当の指導者が配置され、育成支援のできる訪問看護ステーションを教

育ステーションに指定し、同行訪問等の研修や勉強会など、地域の訪問看護人材の育成支援や

医療と介護の連携強化等のための取組を行う。（実施主体：東京都（東京都が指定する法人に委

託）） 

ウ 認定訪問看護師資格取得支援事業 

訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育成を支援し、労働意欲の向上、定着の促進、

訪問看護師全体の質の向上を推進する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

エ 訪問看護人材確保事業 

看護職に訪問看護の業務内容や重要性、その魅力等をＰＲし、訪問看護の人材確保を図るた

め、講演会等を開催する。（実施主体：東京都（公益社団法人東京都看護協会に委託）） 

オ 在宅介護・医療協働推進部会 

地域における介護・医療の関係機関が協働し、在宅での介護・医療を一体的に提供できるよ

う、訪問看護の推進のための取組をはじめとする多角的・総合的な取組を検討する。（実施主

体：東京都） 

(2）訪問看護ステーション代替職員確保支援事業（平成26年度から訪問看護師勤務環境向上事業及

び訪問看護師定着推進事業として事業開始、平成29年度事業統合） 

訪問看護ステーションが、働きやすい職場環境の整備を行い、訪問看護師が産休・育休・介休

を取得する際に確保する代替職員の経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(3）新任訪問看護師育成支援事業（平成28年度から新任訪問看護師就労応援事業として事業開始、

令和３年度名称等変更） 

管理者等が都の定める研修を修了し、訪問看護未経験の看護職の雇用・育成を行う訪問看護ス

テーションに対し、育成に要する経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(4）訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業（平成26年度及び27年度は福祉人材の確保・定

着モデル事業、平成28年度から本格実施） 

看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注力できる環境を整備するため、事務職員を新たに

配置する訪問看護ステーション等への支援を行う。（実施主体：都内訪問看護ステーション等） 

(5）訪問看護ステーション協働育成支援事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦略】 

訪問看護人材の確保・定着・育成に向けて、２事業所以上の訪問看護ステーションが協働して
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実施する同行訪問等の職員育成等の取組を支援する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(6）暮らしの場における看取り支援事業（平成28年度事業開始） 

住み慣れた暮らしの場における看取りを支援するため、看取り環境の整備に対する補助等を行

う。（実施主体：東京都及び区市町村等） 

 

 

６ 認知症のある人の支援等 

認知症のある人と家族が地域で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、ケア・医療を担う

人材の育成や都民への普及啓発を行うとともに、地域の社会資源等を活用した支援体制を構築する。 

 

(1）認知症高齢者グループホーム整備促進事業（平成10年度事業開始）【2050東京戦略】 

区市町村、社会福祉法人、民間企業等が認知症高齢者グループホームを設置する場合に、その

整備に要する経費の一部を補助し、整備促進を図る。（実施主体：区市町村、実績：新規４、継続

17ユニット） 

(2）認知症施策推進事業（平成19年度事業開始） 

東京都認知症施策推進会議において中・長期的な認知症施策を検討するとともに、認知症の理

解促進に向けた取組を展開する。また、東京都認知症施策推進計画の進行管理を行う。（実施主

体：東京都） 

(3）認知症疾患医療センター運営事業（平成22年度事業開始） 

認知症疾患医療センター（「地域拠点型」又は「地域連携型」）を各区市町村（島しょ地域等

を除く。）に設置し、認知症に関する鑑別診断、身体合併症と行動・心理症状への対応、専門医

療相談、認知症抗体医薬に係る治療・相談支援等を実施するとともに、認知症のある人と家族介

護者等の支援、地域の保健医療・介護従事者等との連携の推進、人材の育成等を行うことにより、

地域において認知症の進行予防から地域生活の維持までに必要な医療を提供できる機能体制の構

築を図る。（実施主体：東京都（東京都が指定する医療機関に委託）） 

(4）認知症介護研修事業（平成13年度事業開始） 

認知症のある人の介護サービスの充実を目的として、高齢者介護実務者及びその指導的立場に

ある者に対し、認知症介護に関する実践的研修を実施する。（実施主体：東京都（社会福祉法人浴

風会認知症介護研究・研修東京センター及び社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）） 

(5）若年性認知症総合支援センター運営事業（平成24年度事業開始）【2050東京戦略】 

若年性認知症の相談にワンストップで対応する窓口を区部と多摩の２か所に設置し、若年性認

知症のある人を早期かつ適切に支援する。（実施主体：東京都（特定非営利活動法人いきいき福祉

ネットワークセンター及び社会福祉法人マザアスに委託）） 

(6）若年性認知症支援事業（令和元年度事業開始）【2050東京戦略】 
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企業、事業所及び医療機関向け研修会を開催することで、地域における支援体制の充実を図る

とともに、若年性認知症のある人の居場所づくりや社会参加等を促進する。 

ア 企業向け研修会 

企業の人事・労務担当者等を対象に研修会を開催することで、職場における若年性認知症の

ある人への理解と支援の機運を高める。（実施主体：東京都） 

イ 介護・障害事業所向け研修会 

介護保険サービス事業所や障害福祉サービス事業所を対象に研修会を開催し、介護・障害事

業所における若年性認知症のある人の受入促進及び支援の質の向上を図る。（実施主体：東京都） 

ウ 医療機関向け研修会 

医療機関の医師・看護師・相談員等を対象に研修会を開催し、若年性認知症の疑いがある方

への診断を正しく行うとともに、本人及び家族等に対する心理的な支援や生活・介護全般での

支援のほか、早期に適切な関係機関へつながるよう、知識・ノウハウの向上を図る。（実施主

体：東京都） 

(7）高齢者権利擁護推進事業（平成19年度事業開始） 

高齢者虐待防止・養護者支援法等の趣旨を踏まえ、都内における高齢者権利擁護の推進並びに

高齢者虐待の予防及び、発見、迅速かつ適切な対応等に必要な体制の確保のため、区市町村・介

護保険事業者等の人材の育成等を行う。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団等

に委託）） 

(8）認知症支援コーディネーター事業（高齢者施策推進区市町村包括補助事業で実施）（平成27年

度事業開始） 

認知症のある人と家族が地域で安心して生活できるよう、区市町村に認知症の医療、介護、生

活支援等の情報に精通した地域における認知症の専門家である認知症支援コーディネーターを区

市町村に配置し、個別ケース支援のバックアップ等を担い、認知症の疑いのある人の早期診断・

対応を進めることにより、地域の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：区市町村） 

(9）認知症支援推進センター運営事業（平成27年度事業開始） 

認知症のある人を地域で支える医療専門職等を育成する支援拠点を設置し、地域の医師・看護

師等の医療職、認知症疾患医療センター職員、行政職員等に対する研修等を実施するとともに、

島しょ地域等の医療従事者等への支援を行い、さらに地域拠点型認知症疾患医療センターが実施

する地域の医療・介護専門職向けの研修を支援することにより、都内全体の認知症ケアに携わる

医療専門職等の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センターに委託）） 

(10）歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業（平成28年度事業開始） 

認知症に係る早期の気づきや医療における認知症への対応力を高めるため、歯科医師、薬剤師

及び看護職員等に対する認知症対応力向上研修を実施する。（実施主体：東京都（一部の研修を公
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企業、事業所及び医療機関向け研修会を開催することで、地域における支援体制の充実を図る

とともに、若年性認知症のある人の居場所づくりや社会参加等を促進する。 

ア 企業向け研修会 

企業の人事・労務担当者等を対象に研修会を開催することで、職場における若年性認知症の

ある人への理解と支援の機運を高める。（実施主体：東京都） 

イ 介護・障害事業所向け研修会 

介護保険サービス事業所や障害福祉サービス事業所を対象に研修会を開催し、介護・障害事

業所における若年性認知症のある人の受入促進及び支援の質の向上を図る。（実施主体：東京都） 

ウ 医療機関向け研修会 

医療機関の医師・看護師・相談員等を対象に研修会を開催し、若年性認知症の疑いがある方

への診断を正しく行うとともに、本人及び家族等に対する心理的な支援や生活・介護全般での

支援のほか、早期に適切な関係機関へつながるよう、知識・ノウハウの向上を図る。（実施主

体：東京都） 

(7）高齢者権利擁護推進事業（平成19年度事業開始） 

高齢者虐待防止・養護者支援法等の趣旨を踏まえ、都内における高齢者権利擁護の推進並びに

高齢者虐待の予防及び、発見、迅速かつ適切な対応等に必要な体制の確保のため、区市町村・介

護保険事業者等の人材の育成等を行う。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団等

に委託）） 

(8）認知症支援コーディネーター事業（高齢者施策推進区市町村包括補助事業で実施）（平成27年

度事業開始） 

認知症のある人と家族が地域で安心して生活できるよう、区市町村に認知症の医療、介護、生

活支援等の情報に精通した地域における認知症の専門家である認知症支援コーディネーターを区

市町村に配置し、個別ケース支援のバックアップ等を担い、認知症の疑いのある人の早期診断・

対応を進めることにより、地域の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：区市町村） 

(9）認知症支援推進センター運営事業（平成27年度事業開始） 

認知症のある人を地域で支える医療専門職等を育成する支援拠点を設置し、地域の医師・看護

師等の医療職、認知症疾患医療センター職員、行政職員等に対する研修等を実施するとともに、

島しょ地域等の医療従事者等への支援を行い、さらに地域拠点型認知症疾患医療センターが実施

する地域の医療・介護専門職向けの研修を支援することにより、都内全体の認知症ケアに携わる

医療専門職等の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センターに委託）） 

(10）歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業（平成28年度事業開始） 

認知症に係る早期の気づきや医療における認知症への対応力を高めるため、歯科医師、薬剤師

及び看護職員等に対する認知症対応力向上研修を実施する。（実施主体：東京都（一部の研修を公
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益社団法人東京都歯科医師会、公益社団法人東京都薬剤師会、公益社団法人東京都看護協会に委

託）） 

(11）認知症初期集中支援チーム員等研修事業（平成27年度事業開始） 

区市町村に配置されている認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員が、その役

割を担うための知識・技能を習得するための研修を実施する。（実施主体：東京都（国立研究開

発法人国立長寿医療研究センター及び社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センターに

委託）） 

(12）認知症サポート医地域連携促進事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

身近な地域における医療・介護の一層の連携と認知症対応力の向上を図るため、地域包括支援

センター等と連携して活動ができる認知症サポート医を「とうきょうオレンジドクター」に認定

し、都民及び区市町村等に広く周知するとともに、区市町村が「とうきょうオレンジドクター」

に対し、研修や講演会、会議等への参加依頼等の日常的な連携や地域包括支援センターでの対応

が難しい場合の医療相談や訪問等の依頼を行う場合にかかる費用を支援することで、認知症サポ

ート医の活動の活性化を図る。（実施主体：東京都（公益社団法人東京都医師会に委託）、区市

町村） 

(13）認知症とともに暮らす地域あんしん事業（平成30年度事業開始）【2050東京戦略】 

認知症(軽度認知機能障害を含む。）の初期から中・重度までの段階に応じて、地域において

適切な支援が受けられる体制を構築するため、区市町村が実施する以下のアからウまでの取組を

支援する。 

ア 認知症サポート検診事業 

認知症に関する正しい知識の普及啓発や治療方法等に係る情報提供を、区市町村の実情に応

じて推進するとともに、認知機能検査と地域における検診後のサポートを推進する。（実施主

体：区市町村） 

イ 認知症地域支援推進事業（高齢者施策推進区市町村包括補助事業で実施） 

大規模団地等において認知症支援の拠点を設置し、①認知症のある人の支援を担う人材の育

成及び活動支援、②多職種協働の推進、③初期段階の認知症のある人への支援、④本人の視点

を重視した社会参加促進と地域づくりを実施する。（実施主体：区市町村） 

ウ 認知症ケアプログラム推進事業（一部、高齢者施策推進区市町村包括補助事業で実施） 

認知症の行動・心理症状を軽減する「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」を全国の介護サービ

ス事業所等に普及し、認知症ケアの質の向上を図る。（実施主体：区市町村、東京都（公益財

団法人東京都医学総合研究所等に委託）） 

(14）認知症抗体医薬対応支援事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

都民等の認知症抗体医薬に関する正しい理解を促進するとともに、専門職向けの相談窓口の設

置や医療従事者向け研修、治療における課題等の検証・分析・対応策検討を行うなど、都内にお
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ける認知症抗体医薬による医療提供体制整備を図る。（実施主体：東京都（地方独立行政法人東

京都健康長寿医療センターに委託）） 

(15）認知症のある人の社会参加推進事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

認知症のある人が地域の一員として役割を持てるよう、地域の実情に応じ、認知症のある人と

地域の多様な主体が参加する話し合いの場を設定し、社会参加の機会創出に取り組む区市町村を

支援することで、認知症のある人の社会参加を推進する。（実施主体：東京都、区市町村） 

(16）認知症サポーター活動促進事業（令和２年度事業開始）【2050東京戦略】 

認知症のある人や家族の支援ニーズと認知症サポーター等をつなぐチームオレンジの整備を推

進する区市町村に対して、人材養成研修等による側面的支援を行う。 

ア 認知症サポーター活動支援 

一定水準以上の知識や支援技術を兼ね備えたオレンジ・チューターを活用しながら、区市町

村が配置したコーディネーターやチームオレンジのメンバー等に対する研修や、チームオレン

ジの設置に取り組む区市町村へのアドバイザー派遣を実施するなど、チームオレンジの整備を

推進する区市町村に対して側面的な支援を行う。（実施主体：東京都） 

イ キャラバン・メイトの養成 

区市町村や企業等において認知症サポーターを養成するための講師となる、キャラバン・メ

イトを養成するための研修を実施する。（実施主体：東京都（民間事業者へ委託）） 

(17）認知症のある人の早期発見等支援ネットワーク事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

行方不明となった認知症のある人を早期に発見するため、ＧＰＳを活用した見守り支援や、地

域における見守りネットワークの構築のほか、家族会の育成・支援などに取り組む区市町村を支

援する。（実施主体：区市町村） 

(18) 認知症のある人の行方不明対策に係る普及啓発事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東

京戦略】 

認知症のある人の行方不明対策について、連絡会を開催して区市町村・関係機関の連携を促す

とともに、区市町村の行方不明対策を一元的に発信し、都民への普及啓発を図る。（実施主体：

東京都） 

(19) 共生社会の実現を支える認知症研究事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

東京都健康長寿医療センターが実施してきた認知症研究の知見を生かし、認知症のある人の社

会参加や認知機能低下の抑制など、共生社会の実現を支えるための研究を推進する。（実施主

体：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 

(20)民間団体と連携した認知症家族介護者へのピア相談事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦

略】 

認知症のある人の家族介護者が心理的に孤立しないように、民間団体と連携し、家族介護の経

験がある人が相談員として対応する電話相談を実施する。（実施主体：東京都（民間事業者へ委
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ける認知症抗体医薬による医療提供体制整備を図る。（実施主体：東京都（地方独立行政法人東

京都健康長寿医療センターに委託）） 

(15）認知症のある人の社会参加推進事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

認知症のある人が地域の一員として役割を持てるよう、地域の実情に応じ、認知症のある人と

地域の多様な主体が参加する話し合いの場を設定し、社会参加の機会創出に取り組む区市町村を

支援することで、認知症のある人の社会参加を推進する。（実施主体：東京都、区市町村） 

(16）認知症サポーター活動促進事業（令和２年度事業開始）【2050東京戦略】 

認知症のある人や家族の支援ニーズと認知症サポーター等をつなぐチームオレンジの整備を推

進する区市町村に対して、人材養成研修等による側面的支援を行う。 

ア 認知症サポーター活動支援 

一定水準以上の知識や支援技術を兼ね備えたオレンジ・チューターを活用しながら、区市町

村が配置したコーディネーターやチームオレンジのメンバー等に対する研修や、チームオレン

ジの設置に取り組む区市町村へのアドバイザー派遣を実施するなど、チームオレンジの整備を

推進する区市町村に対して側面的な支援を行う。（実施主体：東京都） 

イ キャラバン・メイトの養成 

区市町村や企業等において認知症サポーターを養成するための講師となる、キャラバン・メ

イトを養成するための研修を実施する。（実施主体：東京都（民間事業者へ委託）） 

(17）認知症のある人の早期発見等支援ネットワーク事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

行方不明となった認知症のある人を早期に発見するため、ＧＰＳを活用した見守り支援や、地

域における見守りネットワークの構築のほか、家族会の育成・支援などに取り組む区市町村を支

援する。（実施主体：区市町村） 

(18) 認知症のある人の行方不明対策に係る普及啓発事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東

京戦略】 

認知症のある人の行方不明対策について、連絡会を開催して区市町村・関係機関の連携を促す

とともに、区市町村の行方不明対策を一元的に発信し、都民への普及啓発を図る。（実施主体：

東京都） 

(19) 共生社会の実現を支える認知症研究事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

東京都健康長寿医療センターが実施してきた認知症研究の知見を生かし、認知症のある人の社

会参加や認知機能低下の抑制など、共生社会の実現を支えるための研究を推進する。（実施主

体：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 

(20)民間団体と連携した認知症家族介護者へのピア相談事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦

略】 

認知症のある人の家族介護者が心理的に孤立しないように、民間団体と連携し、家族介護の経

験がある人が相談員として対応する電話相談を実施する。（実施主体：東京都（民間事業者へ委
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託）） 

(21) 認知症のある人への医療提供体制の強化（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦略】 

認知症になっても安心して過ごすことができるよう、新たに認知症の医療提供体制を構築し、

認知症のある人を身近な地域で受け入れられる体制を確保する。（実施主体：東京都（一部東京

都健康長寿医療センター、地域拠点型認知症疾患医療センターへ委託）） 

 

 

７ 地域における日常生活の支援等 

高齢者が住み慣れた地域において、いつまでも健康でいきいきとした生活を送っていくための

適切な支援を行う。 

 

(1）地域包括支援センター職員研修等事業（平成18年度事業開始） 

地域包括支援センターに勤務する職員又は職員となる予定の者が、地域包括ケアの推進主体と

して大きな役割を担う地域包括支援センターの意義、その業務、他の専門職との連携等について

理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向上を図り、もって地域包括支援センター

の適切な運営及び更なる機能強化を図る。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団

に委託）） 

(2）高齢者向け住宅の生活支援サービス公表事業（平成22年度事業開始） 

高齢者が自身の希望に沿った生活支援サービスを提供している住まいを選ぶことができるよう、

都内の高齢者向け住宅で提供している生活支援サービスの契約書等を、事業者からの届出を受け、

東京都のホームページで公表する。（実施主体：東京都） 

(3）生活支援体制整備強化事業（平成27年度事業開始） 

生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高齢者の社会参加を推進するため、地域資源の

開拓や地域活動の担い手の養成等を行う生活支援コーディネーターの養成・資質向上を図ること

により、地域におけるサービス提供体制の整備を支援する。（実施主体：東京都（社会福祉法人東

京都社会福祉協議会に委託）） 

(4）高齢者施策推進区市町村包括補助事業（平成19年度事業開始） 

区市町村が地域の実情に応じ、創意工夫を凝らして主体的に実施する高齢者に対する福祉サー

ビスの充実に資する事業を支援することにより、都における福祉保健施策総体の向上を図る。

（実施主体：区市町村、予算額：5,880,000千円） 
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区 分 事 業 

 

 

 

 

 

１ 先駆的事業 

新たな課題に取り組む高齢者分野の試行的事業で、次に例示するもののほか、

区市町村独自の創意工夫によるもの 

(1) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業 

(2) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業 

(3) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上 

(4) 地域の見守りサポーター養成研修事業 

(5) 認知症のある人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業 

(6) 若年性認知症のある人と家族を支える体制整備事業 

(7) ＩＣＴを活用した高齢者等の地域見守り事業 

(8) その他上記に分類されない事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 選択事業 

都が目指す福祉保健施策の実現を図り、次に掲げる各政策分野の事業から区市

町村が選択して実施するもの又は区市町村が地域の特性を踏まえ、高齢者分野に

おいて独自に企画して実施するもの 

(1) ケアマネジメントにおける福祉と医療の連携促進事業 

(2) 高齢者虐待防止対策事業 

(3) シルバーピアの推進事業（東京都シルバーピア事業運営要綱（昭和63年３

月９日付62福老計第1089号）に基づき区市町村が行うものを対象とする。） 

(4) 住宅改善事業（バリアフリー化等） 

(5) 高齢者等の地域見守り推進事業 

(6) 介護サービス台帳システム導入補助事業 

(7) 救急医療情報キット事業 

(8) 認知症普及啓発事業 

(9) 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護等推進事業 

(10) 認知機能低下予防推進事業 

(11) 高齢者の避難支援プラン(個別計画)作成促進支援事業 

(12) 地域密着型サービス定期借地権活用促進事業 

(13) 機能強化型地域包括支援センター設置促進事業 

(14) 総合相談体制整備強化事業 

(15) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業（※１） 

(16) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業（※１） 

(17) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上（※１） 

(18) 地域の見守りサポーター養成研修事業（※１） 

(19) 認知症のある人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業（※１） 

(20) 若年性認知症のある人と家族を支える体制整備事業（※１） 

(21) ＩＣＴを活用した高齢者等の地域見守り事業（※１） 

(22) 介護職員宿舎借り上げ支援事業 

(23) 認知症支援コーディネーター事業 

(24) 選択的介護実施事業 

(25) 認知症ケアプログラム推進事業 

(26) 認知症地域支援推進事業 

(27) 介護サービスにおけるデジタル技術を活用した利便性向上支援事業 

(28) その他別に定める事業 

※１ (15)から(21)までの事業については、１先駆的事業に該当し採択され

た事業で、事業開始４年目以降の事業を支援する。 
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区 分 事 業 

 

 

 

 

 

１ 先駆的事業 

新たな課題に取り組む高齢者分野の試行的事業で、次に例示するもののほか、

区市町村独自の創意工夫によるもの 

(1) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業 

(2) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業 

(3) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上 

(4) 地域の見守りサポーター養成研修事業 

(5) 認知症のある人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業 

(6) 若年性認知症のある人と家族を支える体制整備事業 

(7) ＩＣＴを活用した高齢者等の地域見守り事業 

(8) その他上記に分類されない事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 選択事業 

都が目指す福祉保健施策の実現を図り、次に掲げる各政策分野の事業から区市

町村が選択して実施するもの又は区市町村が地域の特性を踏まえ、高齢者分野に

おいて独自に企画して実施するもの 

(1) ケアマネジメントにおける福祉と医療の連携促進事業 

(2) 高齢者虐待防止対策事業 

(3) シルバーピアの推進事業（東京都シルバーピア事業運営要綱（昭和63年３

月９日付62福老計第1089号）に基づき区市町村が行うものを対象とする。） 

(4) 住宅改善事業（バリアフリー化等） 

(5) 高齢者等の地域見守り推進事業 

(6) 介護サービス台帳システム導入補助事業 

(7) 救急医療情報キット事業 

(8) 認知症普及啓発事業 

(9) 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護等推進事業 

(10) 認知機能低下予防推進事業 

(11) 高齢者の避難支援プラン(個別計画)作成促進支援事業 

(12) 地域密着型サービス定期借地権活用促進事業 

(13) 機能強化型地域包括支援センター設置促進事業 

(14) 総合相談体制整備強化事業 

(15) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業（※１） 

(16) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業（※１） 

(17) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上（※１） 

(18) 地域の見守りサポーター養成研修事業（※１） 

(19) 認知症のある人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業（※１） 

(20) 若年性認知症のある人と家族を支える体制整備事業（※１） 

(21) ＩＣＴを活用した高齢者等の地域見守り事業（※１） 

(22) 介護職員宿舎借り上げ支援事業 

(23) 認知症支援コーディネーター事業 

(24) 選択的介護実施事業 

(25) 認知症ケアプログラム推進事業 

(26) 認知症地域支援推進事業 

(27) 介護サービスにおけるデジタル技術を活用した利便性向上支援事業 

(28) その他別に定める事業 

※１ (15)から(21)までの事業については、１先駆的事業に該当し採択され

た事業で、事業開始４年目以降の事業を支援する。 
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３ 一般事業 

区市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次に掲げるもの 

(1) 高齢者の社会参加を促進するための事業（老人クラブへの助成） 

(2) 一人暮らし高齢者等の安全確保のための事業（高齢者救急通報システム事

業、高齢者住宅火災通報システム事業） 

(3) その他の事業 

ア 高齢者が地域で安心して生活できるための事業 

① 友愛訪問・電話訪問・相談事業 

② 乳飲料配達・牛乳配達訪問 

③ 上記に分類されない相談事業 

 イ 高齢者が在宅での生活を続けていくための事業 

① 家具等転倒防止器具の設置 

② 日常生活用具の給付事業 

 

(5）高齢者の熱中症予防支援事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

高齢者を熱中症から守るために行う、戸別訪問、猛暑時の避難場所の確保、熱中症予防の普及

啓発、熱中症リスクの見える化等に資する機器の配布など、区市町村が地域の実情に応じて実施

する取組等を支援する。（実施主体：区市町村） 

(6）避難者の孤立化防止事業（平成23年度事業開始） 

被災地からの避難者（特に高齢者、障害者等の要援護者）に対して、各地域の社会福祉協議会

や地域包括支援センター運営法人が中心となり、区市町村や自治会、民生委員等と連携しながら、

戸別訪問、避難者が集うサロンの設置等を実施することによって、避難者を支援し、孤立化を防

止する。（実施主体：社会福祉法人東京都社会福祉協議会） 

(7）ＴＯＫＹＯ長寿ふれあい食堂推進事業（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

地域の高齢者が気軽に立ち寄り、飲食をしながら様々な交流をすることができる会食活動の取

組を推進することにより、高齢者の交流機会の増加、心身の健康増進、多世代交流の促進を実現

する。（実施主体：区市町村） 

(8) 高齢者の地域見守り拠点等整備促進事業（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

高齢者見守り相談拠点を設置・運営する区市町村を支援するとともに、見守り情報を共有する

アプリの提供等により地域の生活関連企業など多様な主体の取組を一層促進することで、地域に

おける高齢者の見守り・関係者の連携体制の強化を図る。（実施主体：東京都（事業の一部を民

間事業者へ委託）、区市町村） 

(9）ミドル層の負担軽減のための介護情報ポータル構築事業（令和８年度事業開始）【新規】

【2050東京戦略】 

ＡＩチャットボットを活用しながら、介護に関する情報をワンストップで収集できるほか、地

域包括支援センターを24時間予約できるシステム基盤を構築するなど、介護ＤＸを推進し、働き

ながら介護に取り組むミドル層の負担軽減を図る。（実施主体：東京都（民間事業者へ委託）） 
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８ 高齢者の生きがいと社会参加の促進 

元気な高齢者の豊かな知識・技術・経験を地域社会に積極的に生かすことができるよう、様々

な活動の場や機会を提供し、社会活動への参加を支援する。 

 

(1）老人クラブの育成（昭和32年度事業開始） 

高齢者の知識及び経験を生かして、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を通じ、高

齢期の生活を豊かなものとするとともに、いきいきとした高齢社会の実現に資するため、老人ク

ラブへ助成する。（実施主体：区市町村、実績：2,805クラブ） 

(2）シルバーパスの交付（昭和49年度事業開始） 

高齢者の社会参加を助長し、高齢者福祉の向上を図るため、シルバーパスを発行し、これを利

用することにより一般乗合旅客自動車等に乗車できるようにする事業を行う指定団体に対し、事

業の実施に必要な支援をするとともに、高齢者の社会参加を後押しするため、抜本的な制度見直

しまでの間、利用者負担額を引き下げる。また、物価高騰など、バス業界を取り巻く環境は厳し

い状況にあることを勘案し、指定団体に対し、緊急的措置として期間限定で支援する。（実施主

体：一般社団法人東京バス協会、実績：交付枚数約99万枚 ※令和６年９月（一斉更新）から令

和７年９月までの交付枚数） 

(3) シルバーパスのＩＣカード化（令和７年度事業開始）【2050東京戦略】 

シルバーパスのＩＣカード化に向け、システム運用・保守や運用開始に向けた全体テストを行

う指定団体に対し支援を行う。（実施主体：一般社団法人東京バス協会） 

(4）多摩都市モノレールへのシルバーパス対象拡大に向けたシステム改修（令和８年度事業開始）

【新規】【2050東京戦略】 

シルバーパスについて、令和９年度中に多摩地域の基幹的交通機関である多摩都市モノレール

へ対象を拡大することに伴うシステム改修経費を支援し、多摩地域の発展に向け活性化を促進す

る。（実施主体：多摩都市モノレール株式会社） 

(5）百歳訪問事業（昭和33年度事業開始） 

老人週間行事の一環として、年度中に百歳になる長寿者に、知事からの記念品等を贈呈して、

その長寿を祝福する。また、対象者のうち１名を知事が訪問する。（実施主体：東京都、実績：

3,951人） 

(6）人生100年時代セカンドライフ応援事業（平成30年度事業開始）【2050東京戦略】 

高齢者を対象とした文化、教養、スポーツ活動等の促進等により、多様なニーズを持つ高齢者

の生きがいづくりや自己実現の機会を創出する。また、高齢者が気軽に立ち寄り参加できる活動

拠点や、高齢者が担い手となり、高齢者や障害者、子供など、地域で暮らす多様な住民が気軽に

立ち寄り、交流を図る拠点の整備を支援する。(実施主体：区市町村) 

(7）人生100年時代社会参加マッチング事業（令和４年度事業開始））【2050東京戦略】 
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シニア・プレシニアの継続的な社会参加を促進するため、希望に応じた仕事や学び、趣味、地

域活動ができるよう情報を一元化するとともに、区市町村の取組を支援する。（実施主体：東京都

（民間事業者に委託）、区市町村） 

(8）老人クラブ活動継続支援事業（令和４年度事業開始） 

地域において、高齢者の生きがいづくりや健康づくり、見守り活動等の地域を支える役割を担

う老人クラブの事務効率化等を図る区市町村を支援する。（実施主体：区市町村） 

(9）区市町村老人クラブ連合会等活動サポート事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦

略】 

都内における老人クラブの活動を広域的に活性化させるため、東京都老人クラブ連合会に活動

サポートデスクを設置する。（実施主体：公益社団法人東京都老人クラブ連合会） 

(10）要介護度等の維持改善に向けた介護事業者の取組促進（令和５年度事業開始）【2050東京戦

略】 

科学的介護の定着・促進に向けて、導入の意義やメリット等について事業者へ周知を行うとと

もに、要介護度等の維持・改善につながる取組の評価や先進的な取組を行う事業者に対して支援

を行い、その成果を都にフィードバックすることにより、高齢者等の自立支援・重度化防止の取

組を促進する。（実施主体：東京都（事業者に委託）） 
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９ 老人福祉施設の運営指導等 

利用者のサービスの維持・向上を図るため、老人福祉施設の運営指導等を行う。 

 

(1）特別養護老人ホーム経営支援事業（平成12年度事業開始） 

特別養護老人ホームが、介護保険制度に円滑に移行し、利用者サービスの維持・向上など、新

しい時代の都民要望に応えられる施設となり、自立的な経営が図られるよう、その運営費等に要

する経費の一部を補助する。（実施主体：都内特別養護老人ホーム、実績：482か所） 

(2）軽費老人ホーム（ケアハウス）運営費補助（昭和36年度事業開始） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、又は高齢等のため独立して生活するには不

安があり、かつ家族による援助を受けることが困難な60歳以上の高齢者に対し、日常生活上必要

な便宜を供与し、健康で明るい生活を送ることができるようにする。平成23年度からは、都市型

軽費老人ホームへの運営費補助を行っている。（実施主体：都内軽費老人ホーム（ケアハウス）、

実績：都市型軽費老人ホーム97か所、ケアハウス34か所） 

(3）特別養護老人ホームにおける医療的ケア対応促進事業（令和８年度事業開始）【新規】【2050

東京戦略】 

医療的ケアを必要とする高齢者の特別養護老人ホームでの受入れを促進するため、医療的ケア

が必要な要介護者の積極的な受入れに必要な経費を補助する。（実施主体：都内特別養護老人ホ

ーム） 
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10 老人福祉施設等の整備 

大都市東京の特性に対応した多様な手法により、地域密着型施設を整備するとともに、ニーズ

が依然として高い重度要介護者向けの特別養護老人ホームなどの広域型施設の整備も促進し、高

齢者の地域での生活を支える。 

 

(1）特別養護老人ホーム等整備費補助（昭和38年度事業開始）【2050東京戦略】 

特別養護老人ホーム等の整備（創設、増築、改築等）を行うため、その経費の一部を補助する。

また、災害時における被災要援護者の受入れが可能となる設備等を備えた防災拠点型地域交流ス

ペースを整備する場合に整備費を補助する。（実施主体：社会福祉法人及び区市町村、実績：継続

29か所、新規12か所） 

(2）介護保険施設等の整備に係る土地・建物確保支援事業（令和元年度事業開始）【2050東京戦略】 

区市町村が行う土地・建物所有者と特別養護老人ホーム等の整備事業者とのマッチング、整備

用地の確保等の取組に対し、経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村、実績：１か所） 

(3）地域密着型サービス等整備推進事業（平成18年度事業開始）【2050東京戦略】 

地域密着型サービス等の整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村、

実績：創設等16か所、修繕３か所） 

(4）介護老人保健施設の整備（平成３年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護老人保健施設の整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：医療法人、社会

福祉法人及び区市町村等、実績：継続６か所、新規１か所） 

(5）介護医療院整備費補助（令和６年度事業開始）【2050東京戦略】 

介護医療院の整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：医療法人、社会福祉

法人及び区市町村等） 

(6）ケアハウスの整備（平成７年度事業開始） 

介護専用型特定施設入居者生活介護の指定を受ける軽費老人ホーム（ケアハウス）の整備を行

うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村、社会福祉法人及び医療法人等） 

(7）介護専用型有料老人ホーム設置促進（平成19年度事業開始） 

介護専用型有料老人ホームの整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：社会福

祉法人、医療法人、株式会社等） 

(8）区市町村所有地の活用による介護基盤の整備促進事業（平成29年度事業開始） 

区市町村の公有地を貸し付けて特別養護老人ホーム、介護老人保健施設又は介護医療院を整備

する事業に対して補助を行う。（実施主体：区市町村） 

(9）施設開設準備経費等支援事業（平成21年度事業開始） 

開設時から安定した質の高いサービス提供を支援するため、都内に設置される特別養護老人ホ

ーム等の開設準備に要する経費の一部を補助する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人及び区市
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町村等） 

(10）サービス付き高齢者向け住宅整備事業（医療・介護連携強化加算）（平成27年度事業開始） 

高齢者が介護や医療が必要になっても24時間安心して暮らすことができる住まいを充実させる

ため、医療・介護・住宅が相互に連携したサービス付き高齢者向け住宅において、住宅等の整備

に対して加算補助を行う。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(11）都市型軽費老人ホーム整備費補助（平成22年度事業開始） 

都市部において、身体機能の低下等により見守りが必要な低所得高齢者向けの都市型軽費老人

ホームを整備する社会福祉法人、医療法人、株式会社等にその費用の一部を補助する。（実施主

体：区市） 

(12）高齢者施設等の防災・減災対策推進事業（令和元年度事業開始） 

介護施設等における、大規模停電時に医療的配慮が必要な入所者等の安全を確保するための非

常用自家発電設備の整備や、倒壊の危険性のあるブロック塀の改修等に必要な経費の一部を補助

する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(13）定期借地権の一時金に対する補助（平成21年度事業開始）【2050東京戦略】 

公有地又は民有地に定期借地権を設定して特別養護老人ホーム等の整備を行う事業者に対して、

定期借地権設定に際して土地所有者に支払う一時金の一部を補助することにより、特別養護老人

ホーム等の整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：２か所） 

(14）借地を活用した特別養護老人ホーム等設置支援事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

特別養護老人ホーム等を整備する社会福祉法人等に対して土地賃借料の一部を補助することに

より、施設整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：継続17か

所、新規１か所） 

(15) 特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業（令和４年度事業開始） 

物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給

する。（実施主体：東京都） 

(16) 改修支援施設整備費補助(令和７年度事業開始)【2050東京戦略】 

区市町村が実施する改修支援施設の整備に要する経費の一部を補助することにより、老朽化し

た介護保険施設等の改築や改修を推進する。(実施主体：区市町村) 

(17) 介護施設等に対するサービス継続支援事業(令和７年度事業開始) 

介護保険施設等の入所者の栄養・心身の状況等を考慮した食事を提供するため、物価上昇の影

響がある中でも、食事提供サービスを円滑に継続できるよう支援する。（実施主体：東京都） 
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町村等） 

(10）サービス付き高齢者向け住宅整備事業（医療・介護連携強化加算）（平成27年度事業開始） 

高齢者が介護や医療が必要になっても24時間安心して暮らすことができる住まいを充実させる

ため、医療・介護・住宅が相互に連携したサービス付き高齢者向け住宅において、住宅等の整備

に対して加算補助を行う。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(11）都市型軽費老人ホーム整備費補助（平成22年度事業開始） 

都市部において、身体機能の低下等により見守りが必要な低所得高齢者向けの都市型軽費老人

ホームを整備する社会福祉法人、医療法人、株式会社等にその費用の一部を補助する。（実施主

体：区市） 

(12）高齢者施設等の防災・減災対策推進事業（令和元年度事業開始） 

介護施設等における、大規模停電時に医療的配慮が必要な入所者等の安全を確保するための非

常用自家発電設備の整備や、倒壊の危険性のあるブロック塀の改修等に必要な経費の一部を補助

する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(13）定期借地権の一時金に対する補助（平成21年度事業開始）【2050東京戦略】 

公有地又は民有地に定期借地権を設定して特別養護老人ホーム等の整備を行う事業者に対して、

定期借地権設定に際して土地所有者に支払う一時金の一部を補助することにより、特別養護老人

ホーム等の整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：２か所） 

(14）借地を活用した特別養護老人ホーム等設置支援事業（平成26年度事業開始）【2050東京戦略】 

特別養護老人ホーム等を整備する社会福祉法人等に対して土地賃借料の一部を補助することに

より、施設整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：継続17か

所、新規１か所） 

(15) 特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業（令和４年度事業開始） 

物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給

する。（実施主体：東京都） 

(16) 改修支援施設整備費補助(令和７年度事業開始)【2050東京戦略】 

区市町村が実施する改修支援施設の整備に要する経費の一部を補助することにより、老朽化し

た介護保険施設等の改築や改修を推進する。(実施主体：区市町村) 

(17) 介護施設等に対するサービス継続支援事業(令和７年度事業開始) 

介護保険施設等の入所者の栄養・心身の状況等を考慮した食事を提供するため、物価上昇の影

響がある中でも、食事提供サービスを円滑に継続できるよう支援する。（実施主体：東京都） 
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11 板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理等 

板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理並びに江東高齢者医療センターの大規

模修繕を行うほか、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの安定的かつ自立的な運営に

対し支援を行う。 

 

(1）板橋キャンパス及び東村山キャンパスの管理 

ア 板橋区栄町における社会福祉施設建替え促進施設の運営等（令和８年度事業開始）【新規】

【2050東京戦略】 

老朽化した特別養護老人ホーム等の建替え等を促進するため、板橋区栄町に整備した建替え

期間中の代替施設「社会福祉施設建替え促進施設」の管理・運営等を行う。（実施主体：東京

都） 

イ 東村山キャンパスの管理 

東村山キャンパスの維持・管理を行う。（実施主体：東京都） 

(2）地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターへの支援 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターは、高齢者に対して高度専門医療を担う病院と

して患者本位の質の高い医療サービスを提供するとともに、高齢者の健康の維持・増進と活力の

向上を目指す研究を行っている。都は、法人の安定的かつ自立的な運営に対し支援を行う。（実施

主体：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 

(3）江東高齢者医療センターの大規模修繕（令和８年度事業開始）【新規】【2050東京戦略】 

江東高齢者医療センターの大規模修繕に向け、都及び運営法人・病院との意見交換を通じて、

課題整理と実現性の高い方策の検討のため、調査を行う。(実施主体：東京都（民間事業者に委

託）) 

 

 

− 197 − 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 
 

 

障害者（児）施策の実施 
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